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1.  はじめに 

1.1  事業目的 

原子力技術は、電力や熱エネルギー源としての利用のみならず、工業、農業、医療等の幅広い分野に

おいて放射線や放射性同位元素（RI）が利用されているなど、社会を支える重要な技術インフラとなって

いる。一方で、発電用原子炉については、東京電力福島第一原子力発電所事故以降、再稼働が進まず、

新設もないことにより人材の確保や育成が懸念されている。 

このような状況を踏まえ、原子力発電分野における人材の需給状況を可能な限り定量的に明らかに

することにより、原子力人材育成の方策を検討するための基礎資料を得ることを目的とした調査を実施

する。また、医療分野における放射線や RI の利用に関連する今後の具体的な取組方策を検討する際の

基礎データとするため、医療分野における RI 利用に関連する情報収集を実施する。 

1.2  実施内容 

本調査では、原子力発電分野における人材の需給状況に関する調査として、アンケート調査とヒアリ

ング調査を実施し、人材の需給状況、原子力発電所の運転に必要となる人材、人材育成に関する取組

について整理した。また、医療分野における原子力技術利用の実態に関する調査として、医療用 RI の

製造状況、核医学診断の適用性、放射性医薬品、日本における医療用 RI に関する現況と課題について

調査・分析を行い、情報を取りまとめた。 
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2.  原子力発電分野における人材の需給状況に関する調査 

本調査では、電気事業者 9 社及びメーカー等a7 社の原子力部門に対して、人材の需給状況及び育

成に関するアンケート調査を行った。また、原子力発電所の運転に必要な人材とその育成について、電

気事業者 2 社にヒアリング調査を行った。アンケート調査票を以下に示す。 

 

 

 
a 本調査ではプラントメーカー、機器メーカー、燃料メーカー、ゼネコンを調査対象とした 

１．人材の確保について 

昨今の原子力をめぐる動きは貴社の採用活動にどのような影響を与えているかお答えください。 

 

(1) 貴社の原子力関連部門（または原子力関連事業を扱う部門）において、専門性・資格の観点から今後 3年

間に組織として増員したい人数（新卒採用、中途採用による増員を含む）について、最も当てはまる選択

肢を記入してください。現状、貴社の原子力関連部門において特に必要としていない専門性・資格の場合

は空欄のままご回答ください。 

 

【選択肢】 

①増員の計画はない ③11名以上の増員 

②1～10名の増員 ④人数は不明だが増員を計画 

 

【１】専門性 回答欄 

原子力：炉心・燃料、安全等  

電気（強電）：電気設備  

計装・制御（サイバーセキュリティ含む）  

機械：機器・装置設計、プラント設計（系統・配置等含む）  

建築・土木  

↓その他（上記以外に増員したいと考えている専門性をご記入ください）↓ 

  

  

 

【２】資格 採用による新規人員の増員 既存人員の育成による増員 

原子炉主任技術者   

核燃料取扱責任者   

放射線取扱主任者   

電気主任技術者１種   

電気主任技術者 2・3 種   

ボイラータービン主任技術者 1 種   

ボイラータービン主任技術者 2 種   

溶接技能者（日本溶接協会認定等）   

技術士   

↓その他（上記以外に増員したいと考えている資格をご記入ください）↓ 
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(2)貴社の原子力関連の取組に現在協力している企業または取引先の企業に対して、増員・強化してほしい専門

性・資格はありますか。【１】、【２】それぞれについて最も当てはまる選択肢上位３つを順位付けした上

で、選択肢を記入してください。なお、増員・強化してほしい専門性・資格が３つに満たない場合、回答が

１つ（①のみ）または２つ（①②のみ）になっても構いません。同列の順位付け（同じ数字の記入）は避

け、なるべく順位付けをしてお答えください。 

 

 【選択肢】 ①１位  ②２位  ③３位 

 

【１】専門性 回答欄 

増員・強化してほしい専門性はない（現状維持で良い） ☐ 

原子力：炉心・燃料、安全等  

電気（強電）：電気設備  

計装・制御（サイバーセキュリティ含む）  

機械：機器・装置設計、プラント設計（系統・配置等含む）  

建築・土木  

↓その他（上記以外に増員してほしいと考えている専門性をご記入ください）↓ 

  

  

 

【２】資格 回答欄 

増員・強化してほしい専門性はない（現状維持で良い） ☐ 

原子炉主任技術者  

核燃料取扱責任者  

放射線取扱主任者  

電気主任技術者１種  

電気主任技術者 2・3 種  

ボイラータービン主任技術者 1 種  

ボイラータービン主任技術者 2 種  

溶接技能者（日本溶接協会認定等）  

技術士  

↓その他（上記以外に増員したいと考えている資格をご記入ください）↓ 
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２．人材確保上の課題 

この 3年程度の原子力関連部門における採用の課題全般についてお聞かせください。 

 

(1) 必要な人材を確保できていますか。最も当てはまる選択肢にチェックを入れてください。 

また、人材の確保が難しい分野がある場合は、当該分野についてもお答えください。 

①全般的に確保できている ☐ ②確保が難しい分野もある ☐ ③全般的に人材が不足している ☐ 

確保が難しい分野：                      

 

(2) 中途人材の採用に難しさを感じますか。当てはまる選択肢にチェックを入れてください（複数回答可）。 

①特に問題はない              ☐ ⑤希望する勤務形態に合わせられない ☐ 

②採用時の（専門性などの）能力評価が難しい ☐ ⑥求める資格取得者がいない ☐ ※下段もお答えください 

③採用時の（協調性などの）人物評価が難しい ☐ ⑦その他（具体的な内容をご記入ください） 

                        ④希望する給与等の処遇に合わせられない   ☐ 
（中途採用で昇進にずれがある、給与の上限がある等も含む） 

⑥-2求める資格取得者：                      

 

(3) 女性採用に向けた取組をしていますか。当てはまる選択肢にチェックを入れてください。（複数回答可） 

①特に取組はしていない         ☐ ④女性に合わせた施設等社内環境の整備 ☐ 

②女性/女子学生向け PR やイベントの実施 ☐ ⑤女性の意見聴取する機会/場の提供  ☐ 

③女性に合わせた勤務形態の整備     ☐ 

（就業規則の整備を含む） 

⑥その他（具体的な内容をご記入ください） 

                        

 

(4) 女性採用者は増えていますか。最も当てはまる選択肢にチェックを入れてください。 

①女性採用者は増加しつつある ☐ ②女性採用者は増加していない ☐ 

 

(5) 女性割合向上のための採用活動における課題等（入社時に相当数いても退職割合が高い、そもそも女性の

希望者が少ないなど）があればご記入ください。 
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３．人材育成について 

この 3年程度の採用における課題についてお聞かせください。 

 

(1) 業務に必要な知識・専門性の獲得に向けて、どのように人材を育成されていますか。当てはまる選択肢にチ

ェックを入れてください。（複数回答可） 

①社内で研修等を実施している ☐ ※実施していると回答した方は下段もお答えください 

①-2 育成を実施している分野：                        

②社員の自主的な取組に対する補助等の支援をしている ☐ ⑤その他（具体的な内容をご記入ください） 

                     ③外部機関（大学・大学院等を含む）へ派遣している  ☐ 

④特に対応していない                ☐ 

 

(2) (1)で③を答えた方にお聞きします。外部機関においてどのような人材育成（資格取得等）を行いましたか。

当てはまる選択肢にチェックを入れてください。（複数回答可） 

①原子炉主任技術者         ☐ ⑩資格ではないが専門性を身につけてもらった ☐ 
具体的な専門性：               ②核燃料取扱責任者         ☐ 

③放射線取扱主任者         ☐ 

④電気主任技術者１種        ☐ 

⑤電気主任技術者 2・3 種      ☐ 

⑥ボイラータービン主任技術者 1 種  ☐ ⑪その他（具体的な内容をご記入ください） 

                       ⑦ボイラータービン主任技術者 2 種  ☐ 

⑧溶接技能者（日本溶接協会認定等） ☐ 

⑨技術士              ☐ 

 

(3) 大学院/大学/高等専門学校などの高等教育機関において、下記項目の教育の強化にどのくらい必要性を感じ

ますか。最も当てはまる選択肢にチェックを入れてください。①に関しては貴社原子力関連部門における職

務全般に関する教育、②と③に関しては原子力関連教育の観点からお答えください。 

 強化する必要

性を感じない 

どちらかと言

えば感じない 

どちらかと言

えば感じる 

強化する必要

性を感じる 

①関連資格の取得  

※必要性を感じると回答した方は下段もお答えください 
☐ ☐ ☐ ☐ 

①-2 必要性を感じる資格：                        
②原子炉等実機の経験 ☐ ☐ ☐ ☐ 

③原子力分野に関連した専門性  

※必要性を感じると回答した方は下段もお答えください 
☐ ☐ ☐ ☐ 

③-2 必要性を感じる専門性：                        
↓その他（上記以外に教育を強化する必要性を感じる項目をご記入ください）↓ 

   ☐ ☐ 

   ☐ ☐ 
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４．経験・技能の承継について 

原子力関係での経験・技能の若手社員への承継についてお聞かせください。 

(1) 経験・技能の承継について対策を取っていますか。最も当てはまる選択肢にチェックを入れてください。 

【現在実施している業務に関する経験・技能の承継】 

①対策している ☐ ②必要性は認識しているが対策できていない ☐ ③必要性がない（課題はない） ☐ 

【新規建設に伴う業務に関する経験・技能の承継】 

①対策している ☐ ②必要性は認識しているが対策できていない ☐ ③必要性がない（課題はない） ☐ 

 

(2) 【（１）で①、②と回答された方にお聞きします。】 

特に経験者の退職等などで承継が難しくなると考えている時期はいつでしょうか。 

【現在実施している業務に関する経験・技能の承継】 

①現在 ☐ ②5 年以内 ☐ ③10 年以内 ☐ ④10 年以降 ☐ 

【新規建設に伴う業務に関する経験・技能の承継】 

①現在 ☐ ②5 年以内 ☐ ③10 年以内 ☐ ④10 年以降 ☐ 

 

(3) 【（１）で①と回答された方にお聞きします。】 

経験・技能の承継に向けて具体的にどのよう取組をされているかお答えください。 
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2.1  原子力関連企業における人材の需給状況 

必要な人材の確保に関するアンケート結果を図 2-1 に示す。電気事業者では概ね半数が必要な人

材を確保できていると回答する一方で、メーカー等においては殆どの企業が人材不足であると回答し

た。確保が難しい分野として、原子力、電気、機械、計装・制御、建築・土木のいずれも回答があり、個社

の状況によるものの、いずれの分野においても人材不足が生じていると考えられる。 

 

図 2-1 原子力関連企業における人材の需給状況 

組織として増員したい資格に関するアンケート結果のうち、採用（中途採用を含む）による新規人員の

増員計画を図 2-2 に、既存人員の育成による増員計画を図 2-3 に示す。これらの比較により、多くの

企業では資格保有者を採用によって増員するよりも、育成によって増員する方針であることがわかる。

これは、採用によって増員しようとする場合、学生が取得できない資格が多いことから資格保有者を中

途採用する必要があるものの、そのような人材が採用市場に少ないと予想されることによると考えられ

る。 

 
注）回答なし（企業として必要としていない資格）は「増員の計画はない」にカウントしている 

図 2-2 採用による新規人員の資格別増員計画 

 

0 1 2 3 4 5 6 7

全般的に確保できている

確保が難しい分野もある

全般的に人材が不足している

メーカー等 電気事業者

0 2 4 6

原子炉主任技術者

核燃料取扱責任者

放射線取扱主任者

電気主任技術者１種

電気主任技術者2・3 種

ボイラータービン主任技術者1 種

ボイラータービン主任技術者2 種

溶接技能者

技術士

メーカー等

増員の計画はない 1～10名の増員 11名以上の増員

0 2 4 6 8

電気事業者

人数は不明だが増員を計画
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注）回答なし（企業として必要としていない資格）は「増員の計画はない」にカウントしている 

図 2-3 既存人員の育成による資格別増員計画 

女性採用に関するアンケート結果を図 2-4 及び図 2-5 に示す。16 社中 12 社では女性採用に向

けた取組を実施しており、うち 9 社は複数の取組を実施していた。女性採用に向けた取組を実施してい

る 12 社のうち、10 社は女性採用者が増加していると回答しており、各社の取組によって、原子力分野

に従事する女性は増加傾向にあると考えられる。一方、女性採用者が増加していると回答した企業も含

め、16 社中 8 社が、そもそも女性志望者が少ないと回答していた。理系女性自体が少ないという回答

もあり、原子力分野に限らず、STEM 分野におけるジェンダーギャップが課題になっていると考えられ

る。関連した課題として、女性が少ない職場なので多くの女性が活躍しているとアピールできないという

回答もあった。女性の数を突如増やすことは難しいが、我が国として STEM 分野における女性の増加

に取り組むことと並行して、産業界として理系女性にターゲットを絞った就職活動イベントを実施するな

どして少ない母集団に対して的確にアプローチする必要があると考えられる。 

 

図 2-4 原子力関連企業における女性採用の取組（複数回答可） 

0 2 4 6

原子炉主任技術者

核燃料取扱責任者

放射線取扱主任者

電気主任技術者１種

電気主任技術者2・3 種

ボイラータービン主任技術者1 種

ボイラータービン主任技術者2 種

溶接技能者

技術士

メーカー等

増員の計画はない 1～10名の増員 11名以上の増員

0 2 4 6 8

電気事業者

人数は不明だが増員を計画

0 1 2 3 4 5 6

特にしていない

PRやイベントの実施

勤務形態の整備

社内環境の整備
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図 2-5 採用者に占める女性割合 

協力会社に増員・強化してほしい専門分野に関するアンケート結果を図 2-6 に示す。メーカー等に

おいては業種によって重視する専門分野が異なるが、電気、計装・制御、機械は半数以上の企業が増

員・強化してほしいと回答している。一方、原子力の数は多くない。これは調査対象企業がサプライ

チェーンの上流に位置し（図 2-7）、自社で原子力の専門性や原子力固有の技術を保有しており、協力

企業には原子力の専門性をあまり求めていないと考えられる。一方、電気事業者では、メーカー等では

見られなかった現状維持で良いとする回答が 4 件存在する。これは現時点では協力会社の専門性等に

大きな問題が生じていないことを反映していると考えられる。しかしながら、電気事業者の一定数は増

員・強化してほしい分野を回答しており、メーカー等の回答も踏まえると、サプライチェーン全体として見

た場合、原子力以外の分野で人材不足が生じていると予想される。 

 
図 2-6 協力会社に増員・強化してほしい専門分野（上位 3 つ選択式） 

0 1 2 3 4 5 6
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メーカー等 電気事業者
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図 2-7 原子力産業のサプライチェーン構造 

（出典）資源エネルギー庁ウェブサイト「『安全な原子力発電』の追求にこそ必要な、技術継承と新型への挑戦」（2023 年） 
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/anzenhosho2023_gijyutsukeish
o.html 
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2.2  原子力発電所の運転に必要となる人材 

原子力発電所の運転には、実際に発電所で運転操作を担う人材だけではなく、規制対応や燃料調

達、保修計画といった人材も必要となる。また、ヒアリング結果に基づくと、運転操作や点検作業は基本

的に電気事業者が行い、保修工事といった実作業などは協力会社が担当するという役割分担が多い。

電気事業者は協力会社が実施する工事等の計画立案、管理、監督などを実施する。したがって、原子力

発電所の運転には、原子力以外の専門性を有する人材も必要となる。原子力人材育成ネットワークの調

査によると、電気事業者 11 社全体で見た場合、原子力、電気、機械の各分野を概ね同程度採用してい

る（図 2-8）。 

 

図 2-8 電気事業者の原子力部門における採用状況 

（出典）原子力人材育成ネットワーク「原子力関連学科・専攻の学生動向ならびに原子力関連企業・機関の採用状況の調
査結果について」（2024 年） 
https://www.jaif.or.jp/cms_admin/wp-
content/uploads/2024/06/2023_gakusei_saiyou_report.pdf 

本調査で実施した電気事業者の増員計画に関するアンケート結果を図 2-9 に示す。機械分野で「11

名以上の増員」と回答した企業がやや多いものの、いずれの分野においても増員を計画する企業が殆

どであり、原子力分野に留まらず幅広い分野の人材が必要とされているといえる。 

 

図 2-9 電気事業者における増員計画（専門分野別） 
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原子力発電所の運転においては、表 2-1 に示す原子炉主任技術者、第 1 種放射線取扱主任者、第

1 種ボイラー・タービン主任技術者、第 1 種電気主任技術者、運転責任者に加え、火力発電所や一般の

工場で求められる資格も必要となる。例えば、公害防止管理者、エネルギー管理者、危険物取扱主任者

などが挙げられる。また、原子力発電所の大きな特徴として、シビアアクシデント対策の必要性があり、

電源車の運転や、放水砲の取扱いといった技能を有する人材も要求される。 

電気事業者が確保している人材の定量的な数値として、発電用原子炉設置変更許可申請書の添付

書類五「変更に係る発電用原子炉施設の設置及び運転に関する技術的能力に関する説明書」に基づ

き、2025 年 2 月末時点で運転中の原子炉を有する電気事業者の技術者数を表 2-1 に整理する

1,2,3,4,5,6,7,8。ただし、これらの技術者数は設置及び運転に関する技術的能力に関する説明として提示さ

れているものであり、実際の運転に必要な技術者数を示すものではない。また、発電所の規模（基数）が

大きくなるほど技術者総数も大きくなる傾向にあるが、明確な比例関係にあるわけではない。 

表 2-1 原子力発電所の運転に関連する技術者数 

 

技術者

総数 

発電用原子

炉主任技術

者有資格者 

第 1 種放射

線取扱主任

者有資格者 

第 1 種ボイ

ラー・タービ

ン主任技術

者有資格者 

第 1 種電気

主任技術者

有資格者 

運転責任者

の基準に適

合した者 

基数（運転

中/停止中/

廃止措置

中） 

東北電力 
本店 234 12 33 6 8 0 ― 

女川 543 11 35 6 8 28 1/1/1 

関西電力 

本部 315 20 ３８ 1 8 4 ― 

美浜 269 8 8 4 2 11 1/0/2 

大飯 320 5 12 5 3 11 2/0/2 

高浜 458 16 20 3 2 17 4/0/0 

中国電力 
本社 225 18 49 1 5 0 ― 

島根 470 6 34 17 8 21 1/0/1 

四国電力 
本社 104 5 22 0 2 0 ― 

伊方 312 8 33 4 8 14 1/0/2 

九州電力 

本店 257 12 48 13 18 0 ― 

川内 429 11 26 6 5 14 2/0/0 

玄海 518 8 27 10 5 18 2/0/2 

（出典）各社設置変更許認可申請書添付書類五及び日本原子力産業協会「日本の原子力発電炉（運転中、建設中、計画
中など）」（2025 年 2 月 14 日現在）に基づきエム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 

実際の運転に必要な人員数とは異なるが、発電所を運転するために発電所構内に常時確保しなけれ

ばならない最低限度必要な人員数として、重大事故等対策に必要となる緊急時対策本部要員が挙げら

れるb。関西電力がウェブサイトで公開している原子炉設置変更許可申請書に基づき、同社の緊急時対

策本部要員の人数を表 2-2 に示す。 

  

 
b 召集要員は 6 時間以内を目途として参集する 
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表 2-2 緊急時対策本部要員の人数（関西電力の例） 

 美浜発電所 大飯発電所 高浜発電所 

運転中の炉 3 号機 3・4 号機 1・2 号機 3・4 号機 

緊急時対策本部要員 4 6 11 

運転員注 1 8 12 12 12 

その他運転員 4 注 2 -注 3 - - 

緊急安全対策要員注 1 33 40 65 

召集要員 5 10 28 

合計 54 68 128 

（参考）電気出力[万 kW] 3 号機 82.6 
3 号機 118 

4 号機 118 

1 号機 82.6 

2 号機 82.6 

3 号機 87.0 

4 号機 87.0 

（参考）廃止措置中の炉 1・2 号機 1・2 号機 なし 

注 1）運転中の全ての炉に燃料が装荷されている時の人数 
注 2）1・2 号機の運転員 
注 3）原子炉設置変更許可申請書に記載されている人員とは別に 1・2 号機の運転員として別途 4 名を確保することとし

ている 
（出典）関西電力ウェブサイト「原子炉設置変更許可申請書 一覧」に基づきエム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 
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2.3  人材育成に関する取組 

人材育成に関するアンケート調査の結果を図 2-10 に示す。人材育成に関する取組を行っていない

企業は 0 社であり、16 社中 15 社は社内研修等を実施していた。特に電気事業者は、9 社全社が社内

研修、自主的取組への補助、外部機関への派遣を実施していた。社内研修の内容は、原子力、機械、電

気等の専門知識に加え、OJT による技能習得や、階層別研修といったマネジメント層の育成など、企業

によって多岐にわたる。 

 

図 2-10 人材育成に関する取組（複数回答可） 

このうち、外部機関への派遣を通じた育成を行った資格に関するアンケート調査の結果を図 2-11 に

示す。原子炉主任技術者は電気事業者 9 社全てが外部機関への派遣を通じて育成を行っていた。 

 

図 2-11 外部機関への派遣を通じて育成した資格（複数回答可） 

高等教育機関（高等専門学校・大学・大学院）における教育強化の必要性に関するアンケート調査の

結果を図 2-12 に示す。原子炉等の実機経験に関して、メーカー等は強化する必要性を感じない方が

多く、電気事業者ではほぼ拮抗していた。一方、資格取得と原子力関連の専門性は、メーカー等と電気

事業者のいずれも、強化する必要性を感じるとする回答の方が多かった。必要性をやや感じないと回答

している企業が一定数存在する理由として、業務に関する資格や専門性は入社後に獲得できるように

なっていることが考えられる。なお、強化を求める資格として、原子炉主任技術者、放射線取扱主任者、

電気主任技術者、技術士、一級建築士が挙げられていたほか、工学分野に留まらず多様な分野での教

育強化を望むという回答もあった。 

0 2 4 6 8

社内研修

自主的取組への補助

外部機関への派遣

特に対応していない

メーカー等 電気事業者

0 2 4 6 8

原子炉主任技術者

核燃料取扱責任者

放射線取扱主任者

電気主任技術者１種

電気主任技術者2・3 種

技術士

メーカー等 電気事業者
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図 2-12 高等教育機関における教育強化の必要性 

経験・技能の承継に向けた対策に関するアンケート調査の結果を図 2-13 に、承継が難しくなる時期

に関するアンケート調査の結果を図 2-14 に示す。全ての企業が現在の業務に関して対策の必要性を

認識しており、概ね対策できていると回答しているが、一部のメーカー等では必要性を認識しているも

のの対策はできていない状況にある。また、新規建設に関しては対策できていないとする回答が増えて

いる。なお、新規建設に関する対策が必要ないと回答している企業は、新設に伴う新たな業務が発生し

ない企業と、一部の電気事業者である。多くの企業が対策を講じている一方で、既に承継が難しい時期

に入っていると回答する企業が、現在の業務について半数近く、新規建設について半数以上存在してい

る。これは、ボリュームゾーンとなっている職員の定年退職等によって経験・技能の承継が難しくなって

いる状況を示していると考えられる。なお、電気事業者のうち、再稼働している原子炉を有している企業

においても既に承継が難しい時期に入っていると回答しているケースが複数存在した。したがって、再

稼働したら問題が解決するわけではなく、ベテラン層の退職に伴う承継の困難化は幅広い課題であると

いえる。 

 

図 2-13 経験・技能の承継に向けた対策状況 

 

図 2-14 経験・技能の承継が難しくなると考えている時期 
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各社で講じている主な対策とその件数を図 2-15 に示す。 

 

図 2-15 技術承継に向けた取組の代表例 

原子力産業界全体による人材育成に関する取組として、日本原子力研究開発機構（JAEA）の原子

力人財育成センターが提供する研修コースや9、原子力安全推進協会（JANSI）が提供するリーダー

シップ研修が挙げられる10。JAEA では RI・放射線技術者育成コース、国家試験受験準備コース（原子

炉主任技術者、第 1 種放射線取扱主任者、核燃料取扱主任者）、原子力エネルギー技術者養成コース

などを実施している。JANSI では、電気事業者の社長から当直副長までを対象とした幅広い階層別研

修を提供している。また、株式会社 BWR 運転訓練センターと株式会社原子力発電訓練センターcが原

子力発電所の運転に関する訓練機会を提供している。 

原子力産業界全体での取組だけではなく、各社が独自に人材育成を進めている。特に電気事業者に

おいては、関西電力の原子力研修センターのように自社で訓練設備を保有して人材育成を実施してい

る例がある11。また、ヒアリングによると、機械系から電気系への異動のように分野を跨ぐことは基本的に

少なく、各分野の中で専門性を磨くケースが多い。したがって、電気事業者においては各分野の人員が

満遍なく充足している状況が必要であり、とある分野の人員が減少したからといって他分野からの補充

は容易ではないと考えられる。このような背景もあり、図 2-8 に示すように、様々な分野の人材を毎年

バランス良く採用しているものだと考えられる。 

 
c PWR が対象 

0 1 2 3 4 5 6 7

ベテランと若手を組み合わせた業務体制によるOJT

ベテランの知見・ノウハウのデータ化、マニュアル化

社外・他業界での技術伝承

研修会・勉強会

OBからの技術承継
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3.  医療分野における原子力技術利用の実態に関する調査 

本章では、医療分野における原子力技術の利用実態、具体的には国外内における原材料や薬剤の調

達、利用状況、そしてその将来予測に関する結果を明らかにし、国内外の市場規模の検討を行うことを

目的としている。そのために以下の観点から調査を進めた。 

まず、医療用放射性同位元素（RI）の現在の輸出入状況を把握するために、日本を含む各国の製造

状況を整理し、日本の輸入状況と輸入額の概算を明らかにした。次に、これら市場の将来変動を予測す

ることを目的として、治験段階を含む放射性医薬品や核医学診断について、適用が有効な疾患および

適用性（対象となる患者数）を調査した。 

あわせて、医療用 RI や放射性医薬品の開発に対する各国の政策支援状況を調査し、国としての投

資状況を明らかにした。これらの情報に基づき、日本および各国の各疾患の患者数の長期予測結果か

ら、将来の放射性医薬品の市場規模の推計を行うこととした。以下に各項目の詳細を述べる。 

3.1  医療用 RIの製造状況 

3.1.1  調査対象とする RIの選定 

本稿では、以下の医療用 RI を重要 RI として調査対象とする： モリブデン 99（Mo-99）、テクネチウ

ム 99m（Tc-99m）、アクチニウム 225（Ac-225）、アスタチン 211（At-211）、ルテチウム 177（Lu-

177）、イットリウム 90（Y-90）、ヨウ素 131（I-131）。選定理由は以下の通りである。 

まず、検査用核種について、Mo-99 と Tc-99m は後述するシングルフォトン検査の 60%で使用さ

れる非常に需要の大きい核種である12。その供給は主に海外原子炉からの輸入に依存しており、供給が

不安定となる事象が度々発生しているため、調査対象とした。なお、実際に核医学検査で使用されるの

は Tc-99m だが、Mo-99 は Tc-99m の原料であり、Tc-99m の製造は Mo-99 に依存しているた

め、Mo-99 を含めることとした。シングルフォトン検査で第二に需要が大きい I-123 は、主に国内の加

速器で生産され、供給リスクが小さいため除外した。その他のシングルフォトン検査用核種（タリウム

201(Tl-201)、ガリウム 67(Ga-67)、インジウム 111(In-111)など）は需要が小さいため、対象外とし

た。PET検査に使用される核種（フッ素18（F-18）、炭素11（C-11）、窒素13（N-13）、酸素13（O-13）

など）は半減期が短く、国内の医療機関に近接する小型加速器で製造されているため、供給の懸念がな

いと判断し、対象外とした。 

治療用核種に関しては、I-131 は日本で最も多く使用される治療用核種であり、輸入に依存している

ため対象とした。Y-90 は現在、日本で承認された医薬品が供給停止中であるが、それまでは第二に多

く使用されていた治療用核種であり、輸入に依存していたため対象とした。Lu-177については、国内で

の承認済み医薬品の需要が近年増加しており、その他医薬品の治験も進行中である。将来的に需要が

さらに増加すると想定され、製造が海外原子炉に依存しているため調査対象とした。Ac-225 と At-

211 は現状、主に研究用途であるが、治療効果が大きいα線放出核種として世界での研究が進行中で
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あり、国内外で臨床試験が行われている。現状すでに第 II 相試験dにも進んでいる薬剤が多く存在する

ことから将来的に需要が大きくなる可能性を考慮し、これらも対象とした。その他の治療用核種（ラジウ

ム２２３(Ra-223)）は輸入に依存しているものの、需要が限られており供給停止のリスクが小さいため、

対象外とした。 

3.1.2  主要な医療用 RIの製造状況とサプライチェーン 

本項では、医療用 RI の世界における製造状況とサプライチェーンについて概要をまとめる。 

はじめに医療用 RI の原料の採掘から臨床の現場までの概要をまとめると図 3-1 のようになっている

が、次項より個別の核種について説明する。 

 

図 3-1 医療用 RI のサプライチェーンの概要 

（出典）参考文献13を基にエム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 

（1） Mo-９９および Tc-９９ｍの製造状況 

ここでは検査用核種として非常に重要な Mo-99 と Tc-99m の製造状況とサプライチェーンを合わ

せて記述する。その理由は、Mo-99 は Tc-99m の原料として生産され、Tc-99m の生産は Mo-９９

の生産に依存しているためである。検査用核種として実際に臨床で使用されるのは Tc-99m であるが、

これは基本的に Mo-99/Tc-99m ジェネレーターから精製され、検査用の医薬品として製剤化されて

いる。 

Mo-99 の生産は世界でも欧州、オーストラリア、南アフリカにある限られた研究炉に大きく依存して

いる14。世界における Mo-99 のサプライチェーンを図 3-2 に示す 13。このうち、欧州（オランダ・ベル

ギー・チェコ・ポーランド）、オーストラリア、南アフリカだけで世界生産能力の90%を占めている15。Mo-

99 の世界での総需要は推定年間 18,278 6-day TBqe ほどである。内、日本における正確な輸入

元・輸入量は公開統計では不明であるが全量を輸入に依存しているとされており、202３年における日

本アイソトープ協会を通した国内供給量は、Mo-99/Tc-99m ジェネレーターとしての供給は年間

 
d 臨床試験は I から III 相の 3 段階に分けて実施される。第 II 相試験は少人数患者に対し実施され、その薬剤が目的

の疾患や症状を治療できるかどうかを見極めることを目的とした探索的試験である。 
e OECD/NEA (2019)15 の報告書による世界需要 9,500 6day Ci/week から年 52 週、1Ci=37GBq として換

算 
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66TBq であり、Tc-99m 製剤としての供給は年間 242TBq である16。日本における Mo-99/Tc-

99m 製剤の市場規模は 150 億円弱とされる17。 

モリブデンに関しては、生産を担っていた原子炉（カナダ NRU やオランダの HFR）の停止のため

200９年～２０１０年にかけて世界的な供給不足が起きた。そのため新型原子炉の建設や加速器などを

用いた代替手段による Mo-99 の生産の研究開発が世界的に進められている 96。 

 

図 3-2 Mo-99 及び Tc-99m のサプライチェーンの概要 

（ 出 典 ） European Commission, “Co-ordinated approach to the development and supply of 
radionuclides in the EU” (2021) 
https://op.europa.eu/publication-detail/-/publication/4599de47-3ac6-11ec-89db-
01aa75ed71a1 

（2） Lu-177の製造状況 

治療用核種である Lu-177 も、Mo‐９９と同様に、世界の限られた研究炉で主に生産されている。

Lu-177 の生産方法には、ルテチウム 176（Lu-176）を原料にした直接経路と、イッテルビウム

176(Yb-176)を原料にした間接経路があり、どちらの経路も臨床用の Lu-177 生産に利用されてい

るが、直接経路では半減期が長い放射性同位体である Lu-17７m が副産物として含まれ廃棄物の管

理などの問題があるため、間接経路の方が好まれている 13。 

図 3-3 に直接経路および間接経路で生産される Lu-177 のサプライチェーンを示す 13。間接経路で

は収量が低く大量の Yb-176 に高い線量の中性子束を照射する必要があるため、米国・欧州（オラン

ダ・ベルギー・ポーランド）・ロシアの大型の原子炉で製造されている。一方、直接経路では、収量が高く

中程度の中性子束の照射が可能な中型炉で生産できるため、ベルギー・オーストラリア・南アフリカ・米

国・ロシアの中型炉で製造されている。世界における製造量は正確には不明であるが、国内の臨床医療

における Lu‐177 の利用は Lu-177 ルテチウムオキソドトレオチドに限られており、製造する製薬会社

であるノバルティスの財務情報と薬価をもとに、１回投与あたり 7.4GBq として１０,０００～１５,０００投与
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/年（74～111 TBq/年）と推計が行われる18。日本における供給量は日本アイソトープ協会の流通統計

によると 2021 年から 2023 年にかけて 1.4TBq～13.4TBq に増加しており、価格規模に換算すると

2 億 6 千万円～24 億 6 千万円fにおよぶと推計される。 

間接経路での原料となる Yb を含む鉱石は中国・米国・ブラジル・インド・スリランカ・オーストラリアな

どで産出され在庫は１００万トンに達するが商用利用される Yb は非常に少ない（５０トン/年）ため資源不

足のリスクは限られていると考えられる 13。一方、直接経路での原料となる Lu-176 と間接経路で原料

となる Yb-176 はどちらもロシアで濃縮精製されている 13。 

将来の Lu-１７７生産について、既往論文によると、開発が進んでいる Mo-９９製造のための加速器

駆動未臨界炉は、現在 Lu-１７7 を製造している既存研究炉よりも中性子束が弱いため Lu-１７7 の生

産には向いておらず、加速器による生産は経済効率の点で現実的ではないため、将来の Lu-１７７の供

給には不透明な部分があると述べられている 18。供給拡大のために、大型の発電用原子炉での生産（カ

ナダの Bruce Power 発電所）や、新しい研究炉（ドイツの FRM II など）での生産の取り組みが行わ

れはじめている。 

 
注）上が直接経路、下が間接経路による製造を示す 

図 3-3 Lu-177 のサプライチェーンの概要 

（ 出 典 ） European Commission, “Co-ordinated approach to the development and supply of 
radionuclides in the EU” (2021) 
https://op.europa.eu/publication-detail/-/publication/4599de47-3ac6-11ec-89db-

 
f ルテチウム価格を日本アイソトープ協会での LuCl3 の参考価格 1850MBq=339,600 円から試算 
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01aa75ed71a1 

（3） I-131の製造状況 

I-131 の主な製造方法には２つあり、１つはテルル 130(Te-130)に中性子束を照射する方法、もう１

つは Mo-99 製造時の副産物として生産する方法であり、どちらの方法も世界の限られた研究炉を用

いて製造されている。 

図 3-4 に I-131 のサプライチェーンを示す 13。Mo-99 の副産物としての I-131 の製造は主に南ア

フリカと欧州（ベルギー・チェコ・オランダ）で行われている。Te-130 からの製造は米国と欧州で行われ

ている。世界における製造量の統計は発見できなかったが、日本における供給量は日本アイソトープ協

会の流通統計によると年間 14.5～16.4 TBq であり 16、日本円に換算すると 46 億７千万円～52 億７

千万円であると推計されるg。 

I-131 は主に甲状腺がんや甲状腺機能亢進症の治療に用いられるが、需要の高い Mo-99 の副産

物としても生産されることや、EU のレポートからは将来の需要の伸びは他の核種と比較して限られてい

ると考えられるため、供給不足のリスクは限定的であると考えられている 13。 

 

図 3-4 I-131 のサプライチェーン 

（ 出 典 ） European Commission, “Co-ordinated approach to the development and supply of 
radionuclides in the EU” (2021) 
https://op.europa.eu/publication-detail/-/publication/4599de47-3ac6-11ec-89db-
01aa75ed71a1 

（4） Ac-225の製造状況 

Ac-225 はα線治療のために非常に有用な RI であると考えられているが、現在、Ac-225 の安定

した製造は米国・ドイツ・ロシア・カナダでのみ可能となっており、供給は非常に限られている（図 3-5）。

これは Ac-225 の原料であるトリウム 229（Th-229）が主に１９６０年代の核実験や核研究の過程で

 
g 日本アイソトープ協会の I-123 の参考価格（2020 年 6 月） 740MBq=273,900 円から算出 
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分離されたものであり、それらを有する国が非常に限られているためである。世界における生産量は

70GBq/年ほどであり、米国が 50％超を占める一方で、2019 年における世界的な需要は

1,850GBq 程と見積もられており、需要に対して供給が全く追い付いていない19。そのため、世界的に

代替手段による Ac-225 の製造についての研究開発が進められている。主な取り組みとしては、米国

のTerraPowerによる米国エネルギー省が管理するウラン233（U-233）の備蓄を利用したTh-229

の精製や、日本やカナダでの加速器を用いた製造などがある。 

日本における Ac-225 の流通量（輸入量）は 2～457MBq/年であり 16、金額規模は 5 万円～１,１５

０万円程と推計されるh。 

 

図 3-5 Ac-225 のサプライチェーン 

（ 出 典 ） European Commission, “Co-ordinated approach to the development and supply of 
radionuclides in the EU” (2021) 
https://op.europa.eu/publication-detail/-/publication/4599de47-3ac6-11ec-89db-
01aa75ed71a1 

（5） At-211の製造状況 

At-211 は、国内では研究レベルでのみ使用されているが、その優れた特性からα線治療への応用

が期待され、世界中で医薬品開発および製造法の研究開発が行われている。At-211 の製造法には大

きく２通りあり、１つは入手しやすい天然ビスマス（Bi）に中型以上の加速器（>28MeV）を用いて中性

子束を照射する方法、もう１つはラドン 211（Rn-211）を原料とする Rn-211/At-211 ジェネレーターに

よる方法である。ジェネレーターの方が製品の広範囲な流通の面で利便性があるが、ジェネレーター製

造の困難さのため、現在は中型の加速器によるビスマスを用いた方法が主流である 13。 

At-211 は、米国・欧州・中国・日本の限られた機関の中型以上の加速器で製造研究が行われている。

アスタチンは現状では研究用途でしか製造されていないため、At-211の製造量の統計は見つけられな

いが、２０１６‐２０２１年の５年間で At-211 の製造の報告があるのは米国（５機関）・デンマーク（１機関）・

フランス（１機関）・中国（１機関）・日本（５機関）の機関だけである20。日本は世界的に見ても中型以上の

 
h 日本アイソトープ協会の Ac-225 参考価格（2022 年 1 月） 37MBq=934800 円から算出 
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加速器を多く保有していると言える（図３-6）。At-211 の製造に適した商用加速器の開発・販売も行わ

れている 20。 

 

図 3-6 RI の製造に使用される加速器数 

注）赤枠は MRA 追記。枠内がアスタチンを製造することが可能な中型以上の加速器数であり、赤枠左列は 2019 年に
おける加速器数の実績値を示し、赤枠右列は２０２３年における推定値を示す。 
（出典）F. Giammarile et al., “Production and regulatory issues for theranostics”, The Lancet 

Oncology, Vol. 25, Issue 6, e260-e269 (2004) 
https://doi.org/10.1016/S1470-2045(24)00041-X 

（6） Y-90の製造状況 

Y-90 は、主に２通りの経路で製造されている、１つは小型の加速器を用いて Y-89 に低い中性子束

を照射する方法、もう 1 つは放射性廃棄物のストロンチウム 90（Sr-90）を原料としたジェネレーターに

よる方法である。 

Sr-９０によるジェネレーターを使った方法では、高比活性の Y-９０が製造され放射性核種ターゲット

療法（TRNT）に用いられる。Y-90 を用いた TRNT の治療薬としてはゼヴァリン®がある（Y-90 とは

別の部分における製造上の問題のため２０２５年２月時点で供給が停止している）。加速器を用いた方

法では低比活性の Y-９０が製造され、これは欧州において関節炎の治療に用いられるが、この治療は

日本を含む世界の他の地域では一般的ではない。 

Y-90 の原料となる、Sr-90 は一般的な原子力発電所による使用済み核燃料に含まれている。しか

し、Y-90 製造のための Sr-90 はロシアの Mayak や米国の Pacific Northwest National 

Laboratory（PNNL）といった限られた機関で精製されている21。PNNLでは 55,500 GBq ものSr-

90 が回収され、そこから世界中の Sr-90/Y-90 ジェネレーターの製造組織へ供給されている 13。Y-

90 の製造量についての統計は情報に乏しい。 
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図 3-7 EU における Sr-90/Y-90 ジェネレーター経路のサプライチェーン 

（ 出 典 ） European Commission, “Co-ordinated approach to the development and supply of 
radionuclides in the EU” (2021) 
https://op.europa.eu/publication-detail/-/publication/4599de47-3ac6-11ec-89db-
01aa75ed71a1 

3.1.3  国内における製造状況 

この項では国内における医療用 RI の製造状況をまとめる。 

（1） Mo-99及び Tc-99m 

Mo-99 については現在全量をほぼ輸入に依存しているが、先述した主要な原子炉の計画外停止に

よる２００９年‐２０１０年にかけての世界的な供給不足の他にもその他の製造・輸送における問題により

日本への供給トラブルが度々発生している 17。そのため、国内生産の研究開発が進められている。具体

的には日本原子力研究開発機構（JAEA）では試験研究炉 JRR-3 を用いた Mo-99 の製造および

Tc-99m 精製の研究開発を進めており、２０２７年度での国内需要の３割を満たすことを目標にしてい

る22。また、国内で Tc-99m 製剤を生産する日本メジフィジックス株式会社は加速器を用いた Mo-99

の製造の研究開発を進めており、自社必要量の２０‐30%を自社生産とすることを目指している23。 

（2） Ac-225 

Ac-225 は有望なα線治療用核種であるが、供給は世界的に非常に限られているため、国内生産を

目指した研究開発が進められている。 

⚫ JAEA では、実験炉「常陽」を用いた Ra-226 対する高中性子束の照射による Ac-225 の製造

の研究に取り組んでおり、２０２５年度の照射試験の実施を目指している24。 

⚫ 量子科学技術研究開発機構（QST）と日本メジフィジックス株式会社は共同して、加速器を用いた

Ra-226 に対するプロトン照射による Ac-225 の製造に取り組んでいる。2022 年 4 月には治

験薬の臨床試験で求められる製造量（GBｑレベル）の Ac-225 の製造に成功している25。このプ
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ロジェクトでは２０２５年の第Ⅰ相治験の開始、2029 年の薬事承認を目指している。 

⚫ 東北大学と株式会社日立製作所も共同で、Ra-226 に対する加速器を用いた電子線ビーム照射

による Ac-225 の製造の技術開発を進めている。2024 年 10 月には、共同研究の成果により研

究用途に十分な量（50MBq）の製造に成功したと発表した26。 

⚫ 東京都市大学は、商用原子炉でのトリウム 230（Th-230）の核変換による Ac-225 の新しい製

造法の開発に取り組んでいる。2021 年 5 月にはこの手法による Ac-225 の生成を発表した27。 

QST＋メジフィックス、東北大学＋日立製作所の手法は、それぞれ臨床試験や研究用途に必要なレ

ベルの量の Ac-225 の製造に成功している。しかし、原料として Ra-226 に依存しているため、将来の

治療薬承認後の国内消費や海外輸出に向けては原料である Ra-226 の確保が課題になると考えられ

ている。一方、東京都市大学の手法は開発途上であるが、Ra-226 よりも豊富な Th-230 と通常の発

電用軽水炉を用いて製造可能な手法となっている。 

（3） At-211 

At-211 は、現在は研究・治験用途のみの使用であること、および、半減期が 7.2 時間と短いことか

ら、基本的に輸入ではなく国内で製造されたものが使用されている。生産には中型加速器（>28MeV）

が用いて、天然ビスマスにα線ビームを照射する方法が用いられている。日本は他国と比較して At-

211 の製造が可能な中型以上の加速器を多く保有しているため、At-211 を用いた医薬品の研究開発

において優位性を持っていると考えられる。また入手が容易な天然ビスマスを原料としていることも、資

源に乏しい日本においては優位にはたらく。 

国内における At-211 の製造実績には以下のものがある。 

⚫ 福島県立医科大学では、加速器を用いて At-211 を製造している。さらに At-211 を製剤化し、

癌治療を目的とした治療薬の第 I 相試験を２０２２年度から実施している28。また製造した At-

211 の国内の他研究機関への頒布も実施している。 

⚫ 大阪大学でも、加速器を用いて At-211 を製造している。さらに At-211 を製剤化し、癌治療を

目的とした治療薬の第 I 相試験 2024 年 6 月より予定している29。また、産業化に向けた製造

能力の拡充のため住友重工とともに At-211 の製造専用の加速器を設置し、2027 年には At-

211 を量産する計画を進めている。 

⚫ 理化学研究所でも同様に加速器を用いて AT-211 を製造し、国内２２の研究機関へ At-211 を

供給している30。 

⚫ QST でも、加速器を用いて At-211 を製造し、さらに、At-211 を製剤化し癌治療を目的とした

治療薬の開発を行っている31,32,33。 

中型加速器と天然ビスマスによる At-211 の製造はある程度成熟してきているため、今後、治療薬の

承認による需要拡大に伴う生産能力・効率の拡充や医療機関へのデリバリーが課題であると考えられ

る。 

（4） Lu-177 

臨床で用いられる Lu-177 は海外から輸入されている。現時点では、国内製造については限られた

情報のみ確認できる。研究用途として、JAEA は研究炉 JRR-3 でルテチウム製造し、研究機関や国内
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製薬会社に供給しているが34,35、具体的な供給能力などについての情報は見つけられない。他にも、

PDR ファーマは千葉県かずさ市に（Lu-177、Ac-225、銅 64（Cu-64）等）を活用し、新たな放射性

治療薬や診断薬の製造拠点の建設計画を発表しているが36、具体的な生産計画などは不明である。 

（5） Y-90 

Y-90 の国内製造について、有用な情報は見られなかった。 

（6） I-131 

I-１３１の国内製造について、有用な情報は見られなかった。 

3.1.4  医療用 RI製造における各国政府支援の状況 

（1） 主要な RI製造国の選定 

政府支援の情報を調査するにあたり、国策として医療用 RI を製造していると考えられる国として、ド

イツ、ポーランド、米国を調査対象として選択した。世界で医療用 RI のサプライチェーンに携わる主要国

を特定するために、HLG-MRiと呼ばれる専門家会議の参加国に注目した。この組織は、2009 年に発

生した Mo-99 及び Tc-99m の世界的な供給不足をきっかけに、医療用 RI の安定共有を目的として

経済協力開発機構/原子力機関（OECD/NEA）により設立された。2014 年‐2018 年の参加国は、以

下の 18 か国である。 

表 3-1 HLG-MR の主な参加国（2014 年‐2018 年） 

アルゼンチン オーストラリア ベルギー カナダ チェコ 

フランス ドイツ イスラエル イタリア 日本j 

韓国 オランダ ポーランド ロシア 南アフリカ 

スペイン スイス 米国   

上記の国々から主要製造国を絞るために、以下の 2 つの条件を考慮した(表 3-2)。 

⚫ 【条件１】：医療用 RI の製造に必要な原子炉を有することである。上述の通り、Mo-99、Lu-177、

I-131 といった医療用 RI の大半は、大型原子炉と中型原子炉により製造されることになる。よっ

て、これらの原子炉を有する 9 か国を抽出した。 

⚫ 【条件２】：世界のサプライチェーンにおいて、対象核種ごとの主要な製造元となっていることであ

る。TPC マーケティング社の市場レポート37を基に、各核種の主要な製造国を 7 か国抽出した。 

以上を踏まえ、全ての条件に該当する国は、ベルギー、ドイツ、ポーランド、南アフリカ、米国の 5 か国

となった。このうち、日本の医療用 RI サプライチェーンにおける主な製造元であるドイツ、ポーランド、米

国を今回の調査対象国とした。なお、国内では長年 Mo-99 の輸入をカナダに頼っていた経緯があるそ

のため、上記に追加し、カナダを対象国として選定した。 

 
i the High-level Group on the Security of Supply of Medical Radioisotopes 
j 日本の参加者は、日本アイソトープ協会および、製造・製薬に係る企業である。2024 年末のワークショップには、日立

製作所、PDR ファーマ、アルファフュージョン 千代田テクノルが参加している。 
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表 3-2 医療用 RI の主要製造国 

※太字は全ての条件を満たす国を意味する 

国名 HLG-MR へ

の参加国 

条件 1 に該当

する国 

条件 2 に該当

する国 

主な製造核種 

アルゼンチン ○ ○ 
  

オーストラリア ○ ○ 
 

Mo-99、Tc-99m 

ベルギー ○ ○ ○ I-131 、Mo-99 、Tc-

99m 

カナダ ○ 
 

○ Lu-177 、 Ac-225 、

At-211 

チェコ ○ ○ 
  

フランス ○ 
  

At-211 

ドイツ ○ ○ ○ Ac-225、At-211 

イスラエル ○ 
   

日本 ○ 
   

韓国 ○ 
   

オランダ ○ ○ 
 

Mo-99、Tc-99m 

ポーランド ○ ○ ○ I-131 

ロシア ○ 
 

○ Ac-225 

南アフリカ ○ ○ ○ I-131 、Mo-99 、Tc-

99m 

スペイン ○ 
   

スイス ○ 
   

イタリア ○ 
   

米国 ○ ○ ○ Ac-225、At-211 

（2） 主要な RI製造国における各国支援状況 

1） 米国 

米国での医療用 RI の製造は米国エネルギー省（DoE）と国家安全保障局（NNSA）の管轄である。

NNSA は、その製造に濃縮ウラン 236（U-236）が必要である Mo-99・Tc-99m の製造を管轄し、

その他の医療用 RI については DoE が管轄している。米国では 2009 年から 2010 年にかけての世

界的な Mo-99 供給トラブルを受けて、2012 年に医療用同位体生産法（The American Medical 

Isotopes Production Act of 2012 (AMIPA)）を制定し、NNSA が資金の５０％を拠出する官民

共同プロジェクトにより国内での Mo-９９の生産能力の拡大を推進した。具体的には、2021 年には

North Start Medical Technologies 社に対して約 3,700 万ドルを拠出した38。SHINE 

Technologies 社（米国国内の需要の 75%以上を賄う計画）に対して３,５００万ドルを拠出39、
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Niowave 社に対して 1,300 万ドルを拠出40した。これらの取り組みにより海外に依存していた Mo-９

９の国内供給基盤を確立しつつある。 

2） カナダ 

カナダはかつて Mo-99 の世界的な供給国だったが、2018 年の NRU 原子炉の閉鎖以降、大量生

産能力が失われて国内外の供給不安につながった。これを受けて政府主導の新しい生産プロジェクト

が進められている。 

カナダは医療用 RI 分野の包括的支援策としてカナダ医療アイソトープエコシステムを立ち上げ、

2023 年６月にはイノベーション・科学経済開発省は５年間で最大３,５００万カナダドルの予算を投入

CPDC（プローブ開発・商業化センター）と TRIUMF イノベーションを中核に据えた産官学ネットワーク

を構築すると発表している41。これにより Mo-99 の供給基盤の再構築と強化が進められている。 

また、Ac-225 製造および薬剤の製造等の包括的な研究に関しても、ニューフロンティア研究基金

(NFRF)より政府予算として、2023 年に 2,400 万ドルの助成金がついている状況である42。 

3） ドイツ 

EU は 2021 年 2 月に SAMIRA（Strategic Agenda for Medical Ionizing Radiation 

Applications）行動計画を採択し43、その中で医療用 RI の安定供給を重要項目として組み込んだ。

行動計画では、EU の医療用 RI の製造における世界的リーダーシップを維持することを目的として

European Radioisotope Valley Initiative (ERVI)の設立を求めた。その枠組みの中で新しい

医療用 RI 製造のための原子炉や加速器の建造、既存の原子炉の改修や効率的な利用のための取り組

みを進めている。 

SARIMA 行動計画の枠組みの中で、ドイツでは新しい原子炉の建造計画はないが、既存の FRM II

のサポートを続けている。これまで FRM II は Lu-177 を主に製造していたが、2011 年には 100 万

ユーロを拠出し FRM II での Mo-９９の製造のための研究開発を支援した44。２０２２年８月には Mo-９

９のための照射施設の建設を承認した45。 

4） ポーランド 

ポーランドの MARIA 原子炉は世界における Mo-99 の供給において非常に重要な位置を占めてい

るが 1974 年に運転を開始したため老朽化が進んでいる。２０２３年１２月、ポーランド政府は MARIA

原子炉の近代化改修を決定した46。その費用は 9 千１７０万ズヴォティ（約３５億円）で、２０５０年まで運

転できることを可能にすることを目的としている。その他、２０１７年には、ポーランドにおける放射性医薬

品の開発製造を後押しするために 1 億 4,370 万ズウォティ（５５億円）（うち約 7,300 万ズウォティは、

欧州連合(EU)のスマート成長運用プログラム 2014-2020 を通じて拠出）をかけ、Centre for 

Design and Synthesis of Molecularly Targeted Radiopharmaceuticals (CERAD)が２

０１７年に設立された47。 

5） その他の EU諸国での取り組み 

その他の EU 諸国の取り組みには、オランダの PALLAS 原子炉が既存の HFR 原子炉を置き換え
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るために建造が進められている。EU はオランダ政府による 20 億ユーロの拠出を承認した48。2030 年

初頭の運転開始を予定している。他にも、ベルギーの BR２原子炉の置き換えのために MYRRHA 加

速器駆動未臨界炉の計画が進められている（計画予算１６億ユーロのうち、４０％をベルギー政府が拠

出）がある49。２０１８年にはベルギー政府は５億５,８００万ユーロの拠出を承認し、２０１９年から２０３８年

にかけて提供される。２０２４年６月には起工式が実施された。その他、フランスでは Jules Horowitz 

Reactor (JHR)の建設計画を進めている（2032‐2038 年稼働の計画）50。 
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3.2  核医学診断の適用性 

本項では、放射性同位体を用いた診断法（核医学診断）について概要をまとめる。核医学診断には、

PET 検査・SPECT 検査・シンチグラフィ検査があるが、本文書では SPECT 検査とシンチグラフィにつ

いては、それらをまとめてシングルフォトン検査と呼称する。この理由は、SPECT 検査とはシンチグラ

フィによる平面画像を複数枚合成することで立体画像を構成する検査手法であり、SPECT 検査とシン

チグラフィ検査は使用する核種や RI 製剤は同一であるためである。なお、この呼称は日本アイソトープ

協会の全国核医学実態調査における呼称に合わせている。 

近年、PET およびシングルフォトン検査は癌・神経疾患・循環器疾患など様々な疾患に対する検査手

法として研究が続けられており、論文数は増加を続けている(図 3-8)。PET とシングルフォトン検査の

論文数を比較すると PET の方が 7 倍ほど多くなっている。次項から、PET 検査とシングルフォトン検査

を各項で概説する。 

 

図 3-8 PET 検査およびシングルフォトン検査（SPECT）の研究論文数の推移 

（出典）G. Crisan et al., “Radiopharmaceuticals for PET and SPECT Imaging: A Literature Review 
over the Last Decade”, International Journal of Molecular Science, 23(9), 5023 (2022) 
https://doi.org/10.3390/ijms23095023 

 

3.2.1  PET検査 

（1） 概説 

PET(Positron Emission Tomography)検査とは、陽電子を放出するタイプの核種で標識した

RI 製剤（放射性トレーサー）を体内に注入し、そこから放出される放射線を体外から検出することで、体

内における放射性トレーサーの集積を立体的な断層画像として撮像する技術である。また、一般的には

PET 検査は CT 画像を同時に撮像する PET/CT として実施される。他に MRI と同時に撮像する

PET/MRI も行われている。これにより体内の組織のどの部位に放射性トレーサーが集積しているのか

立体的に把握することができる。 

PET検査は、癌・循環器疾患・神経疾患などの診断において広範に使用されている。PET検査は、後

https://doi.org/10.3390/ijms23095023
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述 す る シ ン グ ル フ ォ ト ン 検 査 と 比 較 し て 解 像 度 が 高 く 、 特 に ２ ０ ０ ５ 年 の FDG （ F-

18fluorodeoxyglucose、F-18 フルオロデオキシグルコース）の販売開始以降普及が進み、現在は

国内での RI 診療実施件数の約４０％を占めている。国内での年間 PET 検査件数は推定 62 万件弱で

あり、そのうちの約 99%は FDG を用いたものである 12。 

PET 検査で使用される核種は O-15、N-13、C-11、F-１８が代表的なものである。これらは半減期

が短く（2 分から 110 分）、また比較的小型の加速器で製造できるため、医療機関に近接して国内で製

造されたものが臨床で使用されている。そのほか国内では少数例ではあるが、小型サイクロトロンや

ジェネレーターで製造可能な Ga-68 や Cu-64 を用いた検査や臨床試験も行われている。これは、近

年の前立腺癌への適用性に着目されてのことである。世界的には、Ga-68 や Cu-64 に加えて、ジルコ

ニウム 89（Zr-89）、ヨウ素 124（I-124）を使用した製剤の研究が進められている51。 

（2） PET検査が適用される疾患 

先述したように、PET 検査においては FDG を使用したものがほとんどを占めている。FDG による

PET 検査は癌・循環器疾患・神経疾患・炎症疾患など非常に適用範囲が広く、２００２年に癌を中心とす

る１２疾患に対する検査が健康保険診療として採用され、２００５年には FDG の販売が開始された。２０１

０年の診療報酬改定では、FDG による PET および PET/CT の保険適用が全ての悪性腫瘍（早期胃

がんを除く）の病期診断・再発・転移診断へと拡大された。２０１２年には FDG PET による心サルコイ

ドーシスにおける炎症部位の診断、N-13 アンモニアによる心筋血流 PET が健康保険診療に採用され

た。２０１８年には FDG による大型血管炎への診断、２０２０年には限定的な心サルコイドーシスの診断

が保険適用となった。このように、特に FDG を用いた PET 検査の健康保険適用の範囲が拡大され普

及が進んだ52。 

その他の核種については、O-15 で標識したガス（酸素、一酸化炭素、二酸化炭素）は、脳血管障害に

おいて脳血流量や酸素代謝率の測定に用いられ、重症度や治療効果の判定、手術の必要性の選別な

どに用いられている。N-13 アンモニアは虚血性心疾患の患者に対して心血流を定量的に評価するため

に用いられている。C-11 メチオニンは健康保険適用外であるが主に脳腫瘍の診断に用いられている。

これは脳では正常でもFDG の集積が高いため FDG による脳腫瘍の診断には困難があるためである。

その他にも少数例ではあるが保険外診療として Ga-68-PSMA を用いた前立腺癌検査や Ga-６８-

DOTATATE/TOC を用いた神経内分泌腫瘍の検査への適用、Cu-64-ATSM による脳腫瘍の検

査・治療への臨床試験が実施されている。 

海外においても多数の PET の研究は盛んに行われている（詳細は文献 51 参照）。Ｆ-18 について

は、FDG では検出が難しい神経腫瘍に対する F-18 標識アミノ酸によるイメージングなど、主に腫瘍を

対象として様々な F-18 標識製剤の研究が行われている。他に C-11（C-11 酢酸など）や Zr-89（Zr-

89 標識抗体など）や Ga-64（Ga-64PSMA など）も腫瘍のイメージングのために研究開発されてい

る。I-124 や Cu-64 は検査と治療の両方の目的で使用でき、I-124 で標識された抗体や低分子

（MIBG など）、Cu-64 標識ペプチド・抗体などが腫瘍の検査および治療のために研究されている。そ

の他、F-18、C-11、Ga-68、Cu-64、ルビジウム 82（Rb-82）などを用いたＲＩ標識分子が、神経疾患

（アルツハイマー病、ハンチントン病、うつ病など）・循環器疾患・炎症性疾患などのＰＥＴ検査のために数

多く研究されている。 

製造に原子炉を必要とせず国内でも数が多い小型加速器で生産可能な主要な PET 核種（O-15、
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N-13、C-11、F-１８）は安定供給の面で有用と考えられる。同様に、国内で少量使用されている Ga-

68 や Cu-64、海外で研究されている I-124 も小型加速器（<15MeV）で生産可能な核種である。一

方、Zr-89 は製造に中型加速器（15～24MeV）が必要な核種である 14。 

表 3-3 に代表的な PET 製剤と対象疾患について一覧を示す。 

表 3-3 PET 検査に使用される代表的な放射性医薬品 

核種 医薬品名、診断名 疾患 用途 

F-18 

FDG（フルオロデオキ

シグルコース） 

 癌全般 

 心疾患 

 脳疾患（てんかん・

認知症） 

炎症性疾患 

 癌の診断とステージング、治療効果の評価、再発・

転移の検出 

 虚血性心疾患における心筋バイアビリティ検査、心

サルコイドーシスの病変分布・病勢評価 

 アルツハイマー病における脳代謝低下の検査 

 てんかんの病巣部位の特定 

 不明熱・不明炎症の診断 

F-18 
アミロイド PET（18F-

フルテメタモル、18F-フ

ロルベタピル） 

アルツハイマー型認知

症 

アルツハイマー病の原因である脳内のアミロイドβの

蓄積の評価 

C-11 C-11 メチオニン 癌一般（特に脳腫瘍） 癌一般、特に脳腫瘍の診断、治療効果の確認 

O-15 

O-15 標識ガス PET

（酸素ガス・一酸化炭素

ガス・二酸化炭素ガス） 

脳血管障害（脳梗塞な

ど） 

脳血流量、酸素代謝率、酸素摂取率の計測による、

脳血管障害の重症度判定、治療方針の決定、治療効

果判定。脳 SPECT で異常と判定された患者に対す

る手術の必要性の選別。 

N-13 N-13 アンモニア 虚血性心疾患 虚血性心疾患の患者に対して心血流を定量的に評

価する 

3.2.2  シングルフォトン検査 

（1） 概説 

シングルフォトン検査（シンチグラフィ、および、SPECT, Single photon emission computed 

tomography）は、ガンマ線を放出するタイプの核種で標識した RI 製剤（放射性トレーサー）を体内に

注入し、その放出されるガンマ線を体外から検出することで体内における放射性トレーサーの集積を撮

像する技術である。一般にシンチグラフィでは平面画像を SPECT では立体画像を撮像する。また、

SPECT 画像と CT 画像を同時に撮像する SPECT/CT も行われている。 

シングルフォトン検査は、PET 検査に比して解像度が低いものの、様々な疾患の検査に適用できるた

め、広く利用されている。国内ではシングルフォトン検査は実施される核医学検査数の約 60%を占める

12。シングルフォトン検査に使用される核種としては Tc-９９ｍが大部分を占めており、甲状腺・骨・腎臓・

心臓・腸・脳・肝臓・脳の撮像など、幅広い用途をカバーしている。その他、国内のシングルフォトン検査

で使用される核種には Tl-201、I-123、Ga-67、クリプトン 81m（Kr-81m）、In-111 などがある。 

世界的には、シングルフォトン検査の新規な薬剤に関する研究はＰＥＴ検査と比較すると限られている

が、Tc-99m を利用した標識製剤がソマトスタチン受容体陽性の癌（神経内分泌腫瘍・膵臓がんなど）

や PSMA 陽性の癌（前立腺癌など）に対する検査薬として、また I-123 を用いた検査薬がアルツハイ

マー病におけるアミロイドβの蓄積評価のために研究されている（詳細は文献 51 参照のこと）。 
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1） 代表的なシングルフォトン検査製剤と対象疾患 

本項では主なシングルフォトン検査用の核種ごとに対象疾患などについて概説する。 

Tc-99m は、第 9 回全国核医学実態調査 12 によると、年間の全シングルフォトン検査数（約 110 万

件）のうち 61%に当たる約 67 万件が実施されている。Tc-99m-MDP および Tc-99m-HMDP は、

特に骨関連の疾患、例えば骨転移や原発性骨腫瘍、骨髄炎、関節炎の診断に用いられる。これらのト

レーサーは、骨の代謝活動を評価することに優れており、疾患の進行状況を視覚化する。また、Tc-

99m-テトロホスミンは、心血管疾患の診断において非常に有用であり、虚血性心疾患や心筋症の診断

を助け、心筋の血流と機能に関する詳しい情報を提供する。さらに、Tc-99m-ECDは脳血管障害や認

知症の診断に用いられ、脳内の血流パターンの異常を特定するのに用いられる。Tc-99m-フィチン酸

は肝疾患の診断や肝機能の評価、また癌のリンパ節転移の検出に使われる。 

I-123 製剤は全体の 25%に当たる年間約 28 万件が実施されている。I-123-IMP は、脳血流の評

価において重要で、脳循環障害や認知症、てんかんの診断に活用される。I-123-イオフルパンは、パー

キンソン病やレビー小体型認知症の診断に特化しており、ドーパミントランスポーターの発現減少を把握

するのに用いられる。また、I-123-MIBG は心疾患の診断を支援し、神経系腫瘍の診断にも役立つ。 

Tl-201 は全体の約 10%に当たる年間約 11 万 7 千件が実施されている。主に虚血性心疾患の診断

に利用され、心筋シンチグラフィによって心筋の血流を評価し、心機能の状態を把握する。さらに、Tl-

201 は副甲状腺や腫瘍性疾患での検査でも用いられる。 

Ga-67 は全体の約 1.5%に当たる年間１万７千件が実施されている。腫瘍性疾患や慢性炎症性疾患

の診断で重要な役割を担い、腫瘍の位置や炎症の治療効果を判定するために使用される。 

Kr-81m は全体の 0.6%に当たる年間 6 千件ほどが実施されている。呼吸機能の評価において特に

有効であり、肺気腫や慢性気管支炎などの慢性閉塞性肺疾患における肺換気の評価に使用される。 

In-111 は全体の 0.6%に当たる年間 6 千件ほどが実施されている。いくつかの特殊な用途に利用さ

れ、In-111-ペンテトレオチドは、ソマトスタチン受容体陽性の神経内分泌腫瘍の診断に使われる。また、

In-111-DTPA は脳脊髄液の動態を観察するための脳槽（室）シンチに利用される。 

I-131 は全体の 0.4%に当たる年間 4,600 件ほどが実施されている。特に甲状腺疾患において重

要であり。甲状腺機能亢進症や甲状腺癌の治療や検査の他、甲状腺癌の転移巣の検出と治療において

も用いられる。 

表 3-4 に代表的なシングルフォトン検査製剤とその対象疾患の一覧を示す。 

表 3-4 代表的なシングルフォトン検査用医薬品 

核種 製剤名 対象疾患 適用対象 

Tc-99m Tc-99m-

MDP 

 癌一般（骨転移、原発性骨腫瘍） 

 骨髄炎、関節炎、骨壊死 

 脳血管障害 

 脳腫瘍 

 骨に転移した癌の検索、骨腫瘍の診断 

 骨髄炎、関節炎（関節リュウマチなど）の診

断、活動性の評価 

 心筋梗塞や脳梗塞の病巣の診断 

 脳腫瘍の診断 

Tc-99m Tc-99m-

HMDP 

 癌一般（骨転移、原発性骨腫瘍） 

 骨折・骨髄炎、関節炎（関節リュウ

マチなど） 

 骨に転移した癌の検索、骨腫瘍の診断 

 骨折（特に疲労骨折）、骨折の治癒の確認 

 骨髄炎、関節炎（関節リュウマチなど）の診

断、活動性の評価 

 心アミロイドーシスの検査にも少数使用され

ている 
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核種 製剤名 対象疾患 適用対象 

Tc-99m Tc-99m- テ

トロホスミン 

虚血性心疾患、心筋炎、心筋症、心

筋サルコイドーシスなど 

虚血性心疾患の診断、心筋バイアビリティ評

価、心筋炎、心筋症、心筋サルコイドーシスなど

の判定 

Tc-99m Tc-99m-

ECD 

 脳血管障害（脳梗塞、脳動脈閉そ

く・狭窄、一過性脳虚血発作、脳

内出血、モヤモヤ病など） 

 認知症、てんかん、精神疾患など 

 脳炎、脳腫瘍 

正常集積部位と比較し血流の変化の範囲およ

び程度から病変部位を診断する。 

Tc-99m Tc-99m-

フィチン酸（フ

チン酸） 

 肝腫瘍、肝硬変、肝炎、肝膿瘍、

脾腫など 

 乳癌、悪性黒色腫、子宮頸癌、子

宮体癌、外陰癌、頭頸部癌（甲状

腺癌を除く） 

 肝脾シンチグラムによる肝脾疾患の診断 

 次の疾患におけるセンチネルリンパ節の同定

及びリンパシンチグラフィ、乳癌、悪性黒色

腫、子宮頸癌、子宮体癌、外陰癌、頭頸部癌

（甲状腺癌を除く） 

Tc-99m Tc-99m-

MIBI、Tc-

99m-

SestaMIBI 

 虚血性心疾患（狭心症、心筋梗塞

など） 

 副甲状腺機能亢進症 

 心筋血流シンチグラフィによる心臓疾患の診

断 

 副甲状腺シンチグラフィによる副甲状腺機能

亢進症における局在診断 

Tc-99m Tc-99m-

MAA 

肺結核、肺癌、気管支喘息、肺線維

症など 

肺血流分布の異常部位を検索する。肺梗塞の

原因となる血栓の診断や治療効果、肺手術前

の血流評価、血流の右左短絡評価など 

Tc-99m Tc-99m-

GSA 

 急性/慢性肝炎・肝硬変 

 肝腫瘍 

 急性肝炎、慢性肝炎、肝硬変などの重症度評

価 

 肝腫瘍、肝内胆肝癌、肝移植などに伴う局所

肝機能評価など 

Tc-99m Tc-99m-

MAG3 

腎不全、腎血管性高血圧、閉そく性

尿路疾患 

腎不全における腎機能評価、腎血管性高血圧

の診断・治療適応決定・治療効果の判定、移植

腎の機能評価など 

Tc-99m Tc-99m- ピ

ロリン酸 

心臓疾患（心アミロイドーシス、心不

全） 

・心筋壊死部位、心アミロイドーシスの診断 

Tc-99m Tc-99m-

DMSA 

腎腫瘍、腎不全、高血圧症、腎炎、

水腎病など 

腎臓の形状・機能状態、位置異常、感染後の瘢

痕などの把握 

Tc-99m Tc-99m-

DTPA 

腎不全、腎血管性高血圧、閉そく性

尿路疾患 

腎不全における腎機能評価、腎血管性高血圧

の診断・治療適応決定・治療効果の判定、移植

腎の機能評価など 

Tc-99m Tc-99m- 過

テクネチウム

酸ナトリウム 

 脳腫瘍及び脳血管障害(髄膜腫、

神経膠芽細胞腫、転移性腫瘍、脳

動静脈奇形、硬膜下血腫など) 

 甲状腺疾患（甲状腺機能亢進症、

び漫性甲状腺腫、結節性甲状腺

腫、甲状腺腫瘍など） 

 唾液腺疾患（シェ－グレン症候

群、唾液腺腫瘍など） 

 異所性胃粘膜疾患（メッケル憩室

など） 

 甲状腺疾患の診断 

 脳血管障害の診断 

 脳腫瘍の診断 

 異所性胃粘膜疾患の診断 

 唾液腺疾患の診断 

Tc-99m Tc-99m-

HSA-DTPA

（Tc-99m-

HSA-D） 

 蛋白漏出性胃腸症 

 頭頚部癌、乳癌、消化器系癌、生

殖器癌、皮膚悪性疾患など、 

 腸管からのタンパク漏出の検査 

 リンパ節・センチネルリンパ節シンチグラフィに

よる悪性腫瘍リンパ節転移例および悪性リン

パ腫例 

Tc-99m Tc-99m- ス

ズコロイド 

 肝腫瘍、肝硬変、肝炎、肝膿瘍、

脾腫など 

 乳癌、悪性黒色腫 

 肝脾シンチグラムによる肝脾疾患の診断 

 乳癌，悪性黒色腫におけるセンチネルリンパ

節の同定及びリンパシンチグラフィ 

Tc-99m Tc-99m-

HMPAO 

 脳血管障害（脳梗塞、脳動脈閉そ

く・狭窄、一過性脳虚血発作、脳

内出血、モヤモヤ病など） 

 認知症、てんかん、精神疾患など 

正常集積部位と比較し血流の変化の範囲およ

び程度から病変部位を診断する 
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核種 製剤名 対象疾患 適用対象 

 脳炎、脳腫瘍、 

Tc-99m Tc-99m-

PMT 

胆道閉そく、急性・慢性胆管炎など 胆囊機能や胆道の通過性を評価 

Tc-99m Tc-99m ガ

ス 

肺気腫、慢性気管支炎など 慢性的な閉塞性肺疾患における呼吸機能の検

査 

Tc-99m Tc-99m-

RBC 

 虚血性心疾患など 

 消化管出血 

 赤血球を標識し、心臓の収縮や血液の分布

を検査 

 消化管からの出血の検査 

I-123 I-123-IMP  脳血管障害（脳梗塞、脳動脈閉そ

く・狭窄、一過性脳虚血発作、脳

内出血、モヤモヤ病など） 

 認知症、てんかん、精神疾患など 

 脳炎、脳腫瘍、 

正常集積部位と比較し血流の変化の範囲およ

び程度から病変部位を診断する。 

I-123 I-123-イオフ

ルパン 

パーキンソン病、レビー小体型認知

症 

ドーパミントランスポーターの発現が低下する

パーキンソン病やレビー小体型認知症の診断 

I-123 I-123-

MIBG 

 心疾患（心不全、虚血性心疾患、

糖尿病性心筋障害） 

 腫瘍（神経芽腫、褐色細胞腫） 

 パーキンソン病、レビー小体型認

知症 

 心臓疾患の診断 

 パーキンソン病・レビー小体型認知症と、その

他の類似した疾患の鑑別。・腫瘍シンチグラ

フィによる、神経芽腫・褐色細胞腫の診断 

I-123 I-123-

BMIPP 

虚血性心疾患、心筋症など 心筋における脂肪酸の代謝異常部位の検索に

よる過去の虚血エピソード検査 

I-123 I-123- ヨ ウ

化ナトリウム

カプセル 

 甲状腺癌 

 甲状腺機能亢進症 

 甲状腺シンチグラフィによる甲状腺疾患の診

断 

 甲状腺摂取率による甲状腺機能の検査 

I-123 I-123- イ オ

マゼニル 

てんかん 部分てんかん患者におけるてんかん焦点の診

断。脳内のベンゾジアゼピン受容体（GABAA

受容体）を可視化する 

Ti-201 Ti-201- 塩

化タリウム 

 心臓疾患（心筋梗塞、心筋症、虚

血性心疾患など） 

 腫瘍（脳腫瘍、骨腫瘍、軟部腫瘍

など） 

 副甲状腺（甲状腺機能亢進症） 

 心筋シンチグラフィによる心臓疾患の診断 

 腫瘍シンチグラフィによる脳腫瘍、甲状腺腫

瘍、肺腫瘍、骨・軟部腫瘍及び縦隔腫瘍の診

断 

 副甲状腺シンチグラフィによる副甲状腺疾患

の診断 

Ga-67 Ga-67-クエ

ン酸ガリウム 

 癌（脳腫瘍、甲状腺未分化癌、肺

癌、原発性肝癌、ホジキン病、非ホ

ジキンリンパ腫、悪性黒色腫など） 

 炎症性疾患（腹部膿瘍、肺炎、塵

肺、サルコイドーシス、結核、骨髄

炎、び漫性汎細気管支炎、肺線維

症、胆のう炎、関節炎など） 

 腫瘍位置の特定や治療効果の判定 

 炎症位置の特定や治療効果の判定 

Kr-81m Kr-81m- ガ

ス 

肺気腫、慢性気管支炎など 慢性的な閉塞性肺疾患における呼吸機能の検

査 

In-111 In-111- ペ ン

テトレオチド 

神経内分泌腫瘍 ソマトスタチン受容体陽性の神経内分泌腫瘍 

In-111 In-111-

DTPA 

脳脊髄液腔病変（水頭症、くも膜下

腔ブロック、髄液漏、老人性認知症

など） 

脳槽（室）シンチ、脳脊髄液の動態（脊髄くも膜

下腔の形態を経時的に観察することができる） 

In-111 In-111-塩化

インジウム 

 赤血球系疾患（鉄欠乏性貧血・再

生不良性貧血・溶血性貧血・赤血

球増多症など） 

 放射線治療後の骨髄機能診断 

 白血球系疾患：急性白血病・慢性

骨髄性白血病 

骨髄造血機能評価 
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核種 製剤名 対象疾患 適用対象 

I-131 I-131-ヨウ化

ナ ト リ ウ ムカ

プセル 

 甲状腺癌 

 甲状腺機能亢進症 

 甲状腺機能亢進症の治療 

 甲状腺癌及び転移巣の治療 

 シンチグラムによる甲状腺癌転移巣の発見 

I-131 I-131-ヨウ化

メチルノコレ

ステロール 

副腎皮質腺腫、副腎がん、クッシン

グ症候群、サブクリニカルクッシング

症候群 

副腎皮質シンチグラムによる副腎疾患部位の局

在診断 
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3.3  放射性医薬品 

本項では、放射性医薬品に関して、RI 製造と医薬品の製造に分け、各国の国策としての投資状況を

取りまとめる。その上で、医薬品の開発状況を取りまとめるとともに、その将来の国内市場に関する予測

を行った。 

放射性医薬品の始まり53は、1936 年に John H. Lawrence がリン 32（P-32）を使用して白血病

の治療を行ったことである。商業用としては、米国 Abbott Laboratories 社により、I-131 ヒト結成ア

ルブミン（RISA）が販売され、放射性医薬品の規制が検討され始めた。その後、米国食品医薬品局

（FDA）により放射性医薬品に対する特例が廃止され、一般的な薬品として規制が制定された。1950

年代に、甲状腺癌系の疾患を対象とした治療薬として、ヨウ化ナトリウムカプセルが FDA に承認された。

他にも、リンパ腫や肝臓癌、骨転移の治療を目的としてY-90やSr-89を用いた治療薬が開発された。 

近年では、腫瘍など体内の特定の部位に集積する性質を持つ物質であるリガンドを利用して放射線

核種を病変に正確に到達させ、標的外の沈着を避けることで、効率的な治療と人体への影響を低減さ

せるような医薬品が開発されている 14。直近の 10 年間では、Lu-177 を用いた医薬品の開発が進んで

おり、神経内分泌腫瘍を対象とした医薬品が米国、欧州、日本で承認された。また、前立腺癌を対象とし

た医薬品が、米国と欧州で承認された。 

Informa Database に登録された放射性医薬品の研究開発情報を分析した研究54によると、直近

の 10 年間では計 361 件の試験が登録されており、研究が完了した 75 件のうち大多数が第 I 相また

は第 II 相試験の段階であり、第 III 相試験kまで到達したものは約 10.2%である。対象疾患は、癌や肉

腫等の腫瘍（oncology）が大半を占めているが、一部では中枢神経系や肥満、感染症を対象としてい

る。使用核種はβ線が全体の 80%以上を占めており、その中でも Lu-177 が全体の約 60%を占め

る。現在は、β線核種が開発の主流となっているが、α線の製造拡大に伴ってα線核種を用いた医薬

品の開発が徐々に登場している。 

3.3.1  放射性医薬品の適用性 

学術論文 54 及び治験情報を基に、既に製品化されている治療用放射性医薬品と開発中の治療用放

射性医薬品を調査した。なお、開発中の放射性医薬品は、今後 20 年間程度で製品化される可能性の

あるものに限定するため、第 III 相試験中の医薬品のみを対象とした。 

調査の結果、本調査の対象核種を用いた医薬品lは計 14 件であった。そのうち、製品化されたものが

9 件、治験中のものが 5 件である。表 3-5 及び表 3-6 に、その一覧を示す。 

表 3-5 製品化された治療用放射性医薬品 

核種 医薬品名 対象疾患 適用患者 

I-131 
3-ヨードベンジルグアニ

ジン（I-131） 

褐色細胞腫・パラガング

リオーマ 

褐色細胞腫・パラガングリオーマのうち、MIBG

集積が陽性で治療切除不能な患者 

I-131 

ヨウ化ナトリウム(I-131)

カプセル 

甲状腺がん 分化癌のうち局所残存や遠隔転移のある患者お

よび、（遠隔転移はないが）高リスク・中リスクに

分類される患者 

I-131 ヨウ化ナトリウム(I-131) 甲状腺機能亢進症 甲状腺機能亢進症のうち、患者の属性（年齢、妊

 
k 第 III 相試験は、第 II 相完了後に行われる大規模な治験であり、最終試験である。 
l ここでは、製品名が異なっても一般名が同じ医薬品はまとめて 1 件と見做す。 
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核種 医薬品名 対象疾患 適用患者 

カプセル 娠の可能性、甲状腺の大きさ、合併症）を総合的

に判断して内用療法が適切だと判断された患者 

I-131 
Iodine (I-131) 

Metuximab 

肝細胞癌 切除不能の肝細胞癌患者 

Y-90 
SIR-Spheres Y-90 

Resin microspheres 

肝細胞癌 切除不能の肝細胞癌患者 

Y-90 
TheraSphere Y-90 

Glass microspheres 

肝細胞癌 切除不能の肝細胞癌患者 

Y-90 
イットリウム（Y-90）イブリ

ツモマブ チウセタン 

悪性リンパ腫 悪性リンパ腫のうち、低悪性度 B 細胞性非ホジ

キンリンパ腫やマントル細胞リンパ腫の患者 

Lu-177 

Lutetium (Lu-177) 

vipivotide tetraxetan 

進行性 PSMA 陽性転

移性去勢抵抗性前立腺

癌 

前立腺癌患者のうち転移性去勢抵抗性前立腺

癌の状態で前立腺特異的膜抗原が確認される

患者 

Lu-177 
Lutetium (Lu-177) 

oxodotreotide 

ソマトスタチン受容体陽

性の神経内分泌腫瘍 

神経内分泌腫瘍のうち悪性度の高い（NET-G2

及び NET-G3）患者 

表 3-6 開発中の治療用放射性医薬品（第 III 相試験のみ） 

核種 医薬品名 対象疾患 どのような患者用か 

I-131 131I-apamistamab 急性骨髄性白血病 
再発性あるいは難治性の急性骨髄性白血病患

者 

I-131 131I-omburtamab 神経芽腫 
神経芽腫小児患者のうち、中枢神経系/軟膜転

移を有する患者 

Lu-177 
Llutetium (Lu-177) 

vipivotide tetraxetan 

転移性ホルモン感受性

前立腺癌 

骨や臓器への転移がある前立腺癌患者のうち、

ホルモン療法が有効な患者 

Lu-177 
Lutetium (Lu-177) 

edotreotide 

膵消化管神経内分泌

腫瘍 

神経内分泌腫瘍のうち悪性度の高い（NET-G2

及び NET-G3）患者 

Ac-225 
Actinium (Ac-225) 

dotatate 

膵消化管神経内分泌

腫瘍 

Llutetium (Lu-177) oxodotreotide 療法後

に悪化した神経内分泌腫瘍患者 

参考として、現在開発が進んでいる第Ⅱ相試験中の医薬品の一覧を表 3-7に示す。対象疾患は、開

発済みや第Ⅲ相試験中の薬剤と同様に、主に腫瘍を対象としている。また、Lutetium (Lu-177) 

oxodotreotide や I-131-omburtamab といった開発済みの（一般名称が同じ）薬剤を、別の疾患に

適用する試みが見られる。さらに、β線核種だけでなく、α線核種を用いた薬剤の治験数が増加してい

る。 

表 3-7 開発中の治療用放射性医薬品（第Ⅱ相試験のみ） 

核種 医薬品名 対象疾患 どのような患者用か 

I-131 I-131-IPA 神経膠腫 
神経膠腫のうち、最も悪性度の高い再発性多形

性神経膠腫の患者 

I-131 I-131-omburtamab 固形腫瘍 デスモイド型小円形細胞腫瘍を持つ患者 

Lu-177 
Lutetium (Lu-177) 

oxodotreotide 

 神経膠腫 

 進展型小細胞肺癌 

 膵消化管神経内分

泌腫瘍 

 固形腫瘍 

 神経膠腫のうち、最も悪性度の高い再発性多

形性神経膠腫の患者 

 小細胞肺癌のうち、癌が広範囲で進行してい

る患者 

 小児の神経内分泌腫瘍患者 

 再発性あるいは治療抵抗性の転移性固形腫

瘍の患者 

Lu-177 
Satoreotide 

tetraxetan 

 乳癌 

 小細胞肺癌 

 消化管神経内分泌

腫瘍 

 乳癌のうち、ソマトスタチン受容体を過剰発現

している患者 

 小細胞肺癌のうち、癌が広範囲で進行してい

る患者 

 経内分泌腫瘍のうち悪性度の高い患者 

Lu-177 
lilotomab 

satetraxetan 
悪性リンパ腫 

低悪性度 B 細胞性非ホジキンリンパ腫やマント

ル細胞リンパ腫 
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核種 医薬品名 対象疾患 どのような患者用か 

Lu-177 Lu177- rosopatamab 

進行性 PSMA 陽性転

移性去勢抵抗性前立

腺癌 

前立腺癌患者のうち転移性去勢抵抗性前立腺

癌の状態で前立腺特異的膜抗原が確認される

患者 

Lu-177 
Lu-177-

girentuximab 
腎臓癌 進行性や転移性の腎臓癌 

Ac-225 Ac-225-PSMA-I&T 

進行性 PSMA 陽性転

移性去勢抵抗性前立

腺癌 

Lutetium (177Lu) vipivotide tetraxetan

療法後の転移性去勢抵抗性前立腺癌患者 

Ac-225 Ac-225-FPI-1434 固形腫瘍 
固形腫瘍のうち、インスリン様成長因子 1 受容体

（IGF-1R）を過剰発現している患者 

Ac-225 Ac-225-lintuzumab 急性骨髄性白血病 
再発性あるいは難治性の急性骨髄性白血病患

者 

 

以下、核種ごとに、薬剤の種類や対象疾患、対象疾患中で核医学治療の対象となる患者を記載する。 

（1） I-131 

1） 概説 

I-131 が用いられる医薬品としては、3-ヨードベンジルグアニジン（I-131）、ヨウ化ナトリウム(I-131)

カプセル、 Iodine (I-131) Metuximab がある。また、治験段階の医薬品としては I-131-

apamistamab 及び I-131-omburtamab がある。 

2） 有効な疾患 

a. 3-ヨードベンジルグアニジン（I-131） 

3-ヨードベンジルグアニジン（I-131）は、褐色細胞腫・パラガングリオーマを対象としている。そのうち、

核医学治療の対象となるのは、メタヨードベンジルグアニジン（MIBG）集積が陽性で切除による治療が

望めない患者である。 

b. ヨウ化ナトリウム(I-131)カプセル 

ヨウ化ナトリウム(I-131)カプセルは、甲状腺癌及び甲状腺機能亢進症を対象としている。甲状腺癌

で核医学治療の対象となるのは、分化癌のうち局所残存や遠隔転移のある患者および、（遠隔転移はな

いが）高リスク・中リスクに分類される患者である。一方、甲状腺機能亢進症では、患者の属性（年齢、妊

娠の可能性、甲状腺の大きさ、合併症）を総合的に判断して内用療法が適切だと判断された場合に核医

学治療の対象となる。 

c. Iodine (I-131) Metuximab 

Iodine (I-131) Metuximab は、肝細胞癌を対象としている。そのうち、核医学治療の対象となる

のは、切除による治療が望めない患者である。 
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d. I-131 apamistamab 

I -131apamistamab は、急性骨髄性白血病を対象としている。そのうち、核医学治療の対象となる

のは、再発性あるいは難治性を有する患者である。 

e. I-131-omburtamab 

131I-omburtamab は、神経芽腫を対象としている。これは主に 14 歳以下で発症する小児癌であ

る。そのうち、核医学治療の対象となるのは、中枢神経系や軟膜への転移を有する患者である。 

（2） Y-90 

1） 概説 

Y-90 が 用 い ら れ る 医 薬 品 と し て は 、 SIR-Spheres Y-90 Resin microspheres 、

TheraSphere Y-90 Glass microspheres、イットリウム（Y-90）イブリツモマブ チウセタンがある。 

2） 有効な疾患 

a. SIR-Spheres Y-90 Resin microspheres 及び TheraSphere Y-90 Glass 

microspheres 

SIR-Spheres Y-90 Resin microspheres と TheraSphere Y-90 Glass microspheres

は、肝細胞癌を対象としている。そのうち、核医学治療の対象となるのは、前述の Iodine (I-131) 

Metuximab injection と同様に切除による治療が望めない患者である。 

b. イットリウム（Y-90）イブリツモマブ チウセタン 

イットリウム（Y-90）イブリツモマブ チウセタンは、悪性リンパ腫を対象としている。そのうち、核医学

治療の対象となるのは、低悪性度 B 細胞性非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫の患者であ

る。 

（3） Lu-177 

1） 概説 

Lu-177 が用いられる医薬品としては、Lutetium (Lu-177) vipivotide tetraxetan 及び

Lutetium (Lu-177) oxodotreotide がある。また、治験段階としては、適用が有効な患者の対象を

拡張した Lutetium (Lu-177) vipivotide tetraxetan や、Lutetium (Lu-177) edotreotide

がある。 
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2） 有効な疾患 

a. Lutetium (Lu-177) vipivotide tetraxetan 

Lutetium (Lu-177) vipivotide tetraxetan は、前立腺癌を対象としている。そのうち、核医学

治療の対象となるのは、骨や臓器への転移がある去勢抵抗性前立腺癌の状態に遷移し、前立腺特異的

膜抗原が確認される患者である。また、近年の報告では、骨や臓器への転移がある前立腺癌のうち、ホ

ルモン療法が有効な患者に対しても本治療の有用性が示されており、核医学治療の対象が広がる可能

性が非常に高い。 

b. Lutetium (Lu-177) oxodotreotide及び Lutetium (Lu-177) edotreotide 

Lutetium (Lu-177) oxodotreotide と Lutetium (Lu-177) edotreotide は、ソマトスタチン

受容体陽性の神経内分泌腫瘍を対象とする。そのうち、核医学治療の対象となるのは、悪性度の高い

NET-G2 や NET-G3mの状態に遷移した患者である。 

（4） Ac-225 

1） 概説 

Ac-225 が用いられる医薬品は現時点で製品化されていない。しかし、治験段階の医薬品としては、

Actinium (Ac-225) dotatate がある。 

2） 有効な疾患 

a. Actinium (Ac-225) dotatate 

Actinium (Ac-225) dotatate は、神経内分泌腫瘍を対象とする。そのうち、核医学治療の対象

となるのは、Lu-177 による治療後に悪化した患者である。 

3.3.2  放射性医薬品の市場 

（1） 放射性医薬品の適用に有効な疾患の世界的な患者数 

前節で述べた計 15 種類の薬剤の適用対象である 10 疾患について、放射性医薬品の適用に有効な

患者数を 2026-2046 年の 21 年間で推計した。推計は以下の手順で実施した。 

① （放射性医薬品の有効性に寄らない）対象疾患の患者数を算出 

② 対象疾患のうち、放射性医薬品の適用対象となる割合を算出 

③ ①と②を乗じることで放射性医薬品の適用に有効な患者数を推計 

 
m 神経内分泌腫瘍（neuroendocrine tumor/neoplasm: NET/NEN）は、進行のスピード等からいくつかの種類に

分類される。比較的に進行のスピードが遅いものは NET と呼ばれ、その増殖度合等から G1～G3（数値が多いほど

悪性度が高い）に分類される。これらは種類によらず悪性化（転移）のリスクを有する。 
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まず、対象疾患の患者数は、国立がん研究センターの推計値55を用いた。ただし、患者数の少ない希

少がん・希少腫瘍に関する推計結果は掲載されていないため、それらの疾患については、希少がんデー

タブック56から各疾患の日本人モデル人口における年齢調整発症率を収集し、国立社会保障・人口問

題研究所（以下、社人研）の将来推計人口に乗じることで推計した。なお、本推計方法は、国立がん研究

センターにおける「がん罹患・死亡・有病数の長期予測」57に基づいている。 

次に、診療ガイドラインや学術文献を基に、対象疾患のうち放射性医薬品の適用対象となる割合を収

集した。以下にその結果を示す。 

表 3-8 各対象疾患の患者数の推計方法及び医薬品の適用対象となる割合 

対象疾患 対象疾患の患者数の推計方法 
年齢調整発症率 

（人/10 万人） 

適用対象となる割合

（%） 

褐色細胞腫・パラガングリオーマ 年齢調整発症率×将来推計人口 0.12 100 

甲状腺癌 国立がん研究センターの推計値 ‐ 43.3 

甲状腺機能亢進症 年齢調整発症率×将来推計人口 27.6 100 

急性骨髄性白血病 年齢調整発症率×将来推計人口 2.71 70 

神経芽腫 年齢調整発症率×将来推計人口 0.22 100 

肝細胞癌 国立がん研究センターの推計値 ‐ 50 

悪性リンパ腫 国立がん研究センターの推計値 ‐ 24.9 

進行性 PSMA 陽性転移性去勢抵

抗性前立腺癌 

国立がん研究センターの推計値 ‐ 12 

転移性ホルモン感受性前立腺癌 国立がん研究センターの推計値 ‐ 2.6 

ソマトスタチン受容体陽性の神経

内分泌腫瘍 

年齢調整発症率×将来推計人口 3.89 21 

 

1） （放射性医薬品の有効性に寄らない）対象疾患の患者数 

前述の通り、日本でも患者数の多い癌や腫瘍の患者数は、国立がん研究センターの推計値 55 を用い

た。具体的には、甲状腺癌、肝細胞癌、悪性リンパ腫、前立腺癌（mCRPC、mHSPC）の5種類である。

ここで、推計値は 5 年ごと（2020-2024 年、2025-2029 年、…）の平均値で公開されているため、

各区間の中間の年（2022 年、2027 年、…）のデータと見做し、その間の期間は 3 次 Sｐline 補間に

て補間した。 

患者数の少ない希少がん・希少腫瘍は、日本人モデル人口における年齢調整発症率 56に日本の将来

推計人口を乗じることで患者数を算出した。具体的には、急性骨髄性白血病、神経芽腫、神経内分泌腫

瘍の 3 種類である。なお、日本の将来推計人口は、社人研の死亡中位・出生低位シナリオの推計値58を

用いており、日本の総人口が 1 年単位で公表されている。 

また、甲状腺機能亢進症は日本人モデル人口における年齢調整発症率が公表されていないため、学

術文献から海外（スウェーデン）の年齢調整発症率59を収集し、日本の将来推計人口を乗じることで患

者数を算出した。 



４３ 

 

2） 対象疾患のうち、放射性医薬品の適用対象となる割合 

a. 褐色細胞腫・パラガングリオーマ 

褐色細胞腫・パラガングリオーマの患者のうち、核医学治療の対象となるのは、メタヨードベンジルグ

アニジン（MIBG）集積が陽性で切除による治療が望めない患者である60。褐色細胞腫・パラガングリ

オーマは患者数が少なく希少がんに分類されており、放射線医薬品の適用対象となる割合の算出に必

要な統計データが揃っていない。そのため、今回は褐色細胞腫・パラガングリオーマの全患者が適用対

象になる（適用対象の割合が 100%）と仮定した。 

b. 甲状腺癌 

甲状腺癌の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、分化癌のうち局所残存や遠隔転移のある患

者および、（遠隔転移はないが）高リスク・中リスクに分類される患者である61。東らの研究 97 によると、

甲状腺癌の患者のほとんどが分化癌に分類され、そのうち局所残存や遠隔転移のある患者は全患者の

10%である。高リスク・中リスクに分類される患者は全患者の 30%であり、そのうち 2/3 が入院、残り

1/3 が外来による核医学治療を必要とする。中リスク・低リスクに分類される患者は全患者の 10%であ

り、そのうち 1/3 が外来による核医学治療を必要とする。以上を踏まえると、適用対象の割合は、以下の

数式で計算され、43.3%とした。 

適用対象の割合 = 0.1 + 0.3 ×
2

3
+ 0.3 ×

1

3
+ 0.1 ×

1

3
 

c. 甲状腺機能亢進症 

甲状腺機能亢進症では、患者の属性（年齢、妊娠の可能性、甲状腺の大きさ、合併症）を総合的に判

断して内用療法が適切だと判断された場合に核医学治療の対象となる62。診療ガイドライン 62 では、放

射線治療が禁忌となる条件として、妊娠中や授乳中の女性、甲状腺癌を合併している人が挙げられて

いるが、その他の条件について明言されていない。そのため、今回は甲状腺機能亢進症の全患者が適

用対象になる（適用対象の割合が 100%）と仮定した。 

d. 急性骨髄性白血病 

急性骨髄性白血病の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、再発性あるいは難治性を有する患

者である63,64。Monhamed らの研究65によると、米国における急性骨髄性白血病患者のうち、10-

40%が初期の標準治療である集中化学療法で寛解しない。また、初期寛解者の最大 50%は再発する

ため、全患者の最大 50%が初期治療で寛解を達成できず、再発性あるいは難治性を有するとしている。

以上を踏まえて、適用対象の割合は、50%とした。 

e. 神経芽腫 

神経芽腫の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、中枢神経系や軟膜への転移を有する患者で

ある66。褐色細胞腫・パラガングリオーマと同様に、患者数が少なく適用対象となる割合の算出に必要な

データが揃っていない。そのため、今回は神経芽腫の全患者が適用対象になる（適用対象の割合が
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100%）と仮定した。 

f. 肝細胞癌 

肝細胞癌の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、切除による治療が望めない患者である67。

Yang らの研究68によると、肝細胞癌患者のうち、半数以上が癌の進行が進み切除不能な状態である。

以上を踏まえて、適用対象の割合は 50%とした。 

g. 悪性リンパ腫 

悪性リンパ腫の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、低悪性度 B 細胞性非ホジキンリンパ腫

（濾胞性リンパ腫、粘膜関連リンパ組織節外性辺縁帯リンパ腫、小細胞リンパ腫）及びマントル細胞リン

パ腫の患者である 63。Chihara らの研究69によると、日本における悪性リンパ腫のうち、濾胞性リンパ

腫が 13.5%、粘膜関連リンパ組織節外性辺縁帯リンパ腫が 7.2%、小細胞リンパ腫が 3.2%、マントル

細胞リンパ腫が 1.0%である。以上を踏まえると、適用対象の割合は、以下の数式で計算され、24.9%

とした。 

適用対象の割合 = 0.135 + 0.072 + 0.032 + 0.010 

h. 進行性 PSMA陽性転移性去勢抵抗性前立腺癌 

前立腺癌の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、骨や臓器への転移がある去勢抵抗性前立腺

癌の状態に遷移し、前立腺特異的膜抗原が確認される患者である70。Kirby らの研究71によると、前立

腺癌患者のうち、去勢抵抗性前立腺癌に遷移する患者の割合は 10-20%であり、去勢抵抗性前立腺

癌のうち、84%以上の患者が骨への転移を有する。Hotte らの研究72によると、転移のある去勢抵抗

性前立腺癌のうち、90%が骨への転移であり、残り 10%は骨以外に転移する。Marie らの研究73によ

ると、PSMA 受容体陽性率は 86%である。以上を踏まえると、適用対象の割合は、以下の数式で計算

され、12%とした。なお、去勢抵抗性前立腺癌に遷移する患者の割合は平均値の 15%を使用した。 

適用対象の割合 = 0.15 × 0.84 ×
1

0.9
× 0.86 

i. 転移性ホルモン感受性前立腺癌 

前立腺癌の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、骨や臓器への転移がある前立腺癌のうち、ホ

ルモン療法が有効な患者である 70。Rueda の研究74によると、スペインにおけるホルモン療法が有効な

前立腺で、骨や臓器への転移がある患者の割合は、2.2-3.0%である。以上を踏まえて、適用対象の割

合は平均値の 2.6%とした。 

j. ソマトスタチン受容体陽性の神経内分泌腫瘍 

神経内分泌腫瘍の患者のうち、核医学治療の対象となるのは、悪性度の高い NET-G2 やNET-G3

の状態に遷移した患者である75。Masui らの研究76によると、日本における神経内分泌腫瘍の全患者

のうち NET-G2 や NET-G3 の割合は、21%である。以上を踏まえて、適用対象の割合は 21%とし

た。 
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3） 放射性医薬品の適用に有効な患者数の推計結果 

（放射性医薬品の有効性に寄らない）対象疾患の患者に放射性医薬品の適用対象となる割合を乗じ

て、最終的な患者数を算出した。今後 21 年における放射性医薬品の適用に有効な患者数は、以下のよ

うになる。疾患別では、甲状腺機能亢進症の患者数が 3 万人程度で最も多く、他にも前立腺癌、悪性リ

ンパ腫、肝細胞癌、急性骨髄性白血病といった疾患で 1 万人以上の患者数が発生する。 
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図 3-9 国内の放射性医薬品の適用に有効な患者数 

（出典）エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 

 

図 3-10 国内の放射性医薬品の適用に有効な患者数（図 3-9 の一部を拡大） 

（出典）エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 
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（2） 必要となる放射性物質の量、国内外の動向 

（1）で算出した患者数に、薬剤ごとの投与回数及び 1 回の投与に必要な放射性物質の量（Bq 単位）

を乗じることで、今後 21 年間で必要となる放射性物質の量を推計した。ここで、図 3-9 の患者数は、

放射性医薬品の適用に有効な患者が全員治療を受けた場合、つまり、放射性医薬品の需要が最大の場

合を示す。しかし、実際には医療リソース（病床や人員など）の制限等により治療を受けられる人数には

限りがある。そこで、治療が必要な患者全員が治療を受けると仮定した場合の RI 需要nと、治療を受け

る患者が限定される、すなわち現状の医療リソースにて対応可能な患者数を基に、治療別需要の割合

を考慮した場合oの 2 つの場合で必要となる放射性物質の量を推計した。 

投与回数や 1 回の投与に必要な放射性物質の量は、日本核医学会の適正使用マニュアル、学術文

献、治験の情報から取得した。以下にその一覧を示す。 

表 3-9 対象疾患別の投与回数、1 回あたりの投与量、投与間隔 

核種 対象疾患 
投与回数 

（回） 

1 回あたりの

投与量（GBq） 
投与間隔 

承認・上

市年 

（治験開

始時期よ

り想定） 

I-131 褐色細胞腫・パラガングリオーマ77 3 6.475 3-6 か月 承認済み 

I-131 甲状腺癌（入院）78 3 5.55 6-12 か月 承認済み 

I-131 甲状腺癌（外来）79 1 1.11 ‐ 承認済み 

I-131 甲状腺機能亢進症（入院）78 1 1 ‐ 承認済み 

I-131 甲状腺機能亢進症（外来）79 1 0.5 ‐ 承認済み 

I-131 急性骨髄性白血病80 1 24.5828 ‐ 2029 年 

I-131 神経芽腫81 2 1.85 6 週間 2026 年 

I-131 肝細胞癌82 1 0.02775 ‐ 2026 年 

Y-90 1 0.328 ‐ 2026 年 

Y-90 悪性リンパ腫83 1 0.0148 ‐ 2026 年 

Lu-177 
進行性 PSMA 陽性転移性去勢抵抗性前

立腺癌84 

6 7.4 6 週間 2026 年 

Lu-177 転移性ホルモン感受性前立腺癌85 6 7.4 6 週間 2029 年 

Lu-177 ソマトスタチン受容体陽性の神経内分泌

腫瘍86,87 

4 7.4 8 週間 承認済み 

Ac-225 4 0.00012 8 週間 2031 年 

ここで、甲状腺癌及び甲状腺機能亢進症は、入院と外来での治療で投与回数や 1 回あたりの投与量

が異なるため、入院と外来の患者数に分けた。分割には、厚生労働省の第 9 回 NDB オープンデータ88

を用いて、令和 4 年度の入院と外来の治療算定回数よりそれぞれの比を算出した。そして、分割した患

者数に入院と外来の場合の投与回数や 1 回あたりの投与量を乗じた。 

表 3-10 甲状腺癌及び甲状腺機能亢進症の入院と外来の割合 

対象疾患 算定回数 割合 

甲状腺癌（入院） 2,810 0.361 

甲状腺癌（外来） 4,991 0.639 

甲状腺機能亢進症（入院） 461 0.0456 

甲状腺機能亢進症（外来） 9,639 0.954 

 
n （1）に記載の③で推計した値。 
o （1）に記載の③の推計値に、供給の制約として治療可能な割合（表 3-11）を乗じた値。 
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肝細胞癌に対する薬剤のうち、Y-90 の 1 回あたりの投与量は明記されていないため、I-131 と同じ

値を仮定した。また、肝細胞癌の治療には、Y-90 と I-131 が半分ずつ使用されると仮定した。 

治療可能な人数は、第 9 回 NDB オープンデータの治療算定回数を（1 患者あたりの）投与回数で除

算し、算出した件数pを実際の件数と見做し、2024 年の推計結果との比をとることで、各年の治療可能

な割合を算出した。治療可能な人数を考慮した場合では、図 3-9 に表 3-8 の割合（各年の治療可能

な割合）を乗算した値を患者数とした。 

表 3-11 対象疾患別の件数（令和 4 年度） 

対象疾患 算定回数 件数q 各年の治療可能な割合 

褐色細胞腫・パラガングリオーマ 46 15 10.3% 

甲状腺癌（入院） 2,810 937 28.4% 

甲状腺癌（外来） 4,991 4,991 85.3% 

甲状腺機能亢進症（入院） 461 461 29.6% 

甲状腺機能亢進症（外来） 9,639 9,639 29.6% 

急性骨髄性白血病 0 0 0% 

神経芽腫 0 0 0% 

肝細胞癌 0 0 0% 

同上 0 0 0% 

悪性リンパ腫 0 0 0% 

進行性PSMA陽性転移性去勢抵抗性前立腺癌 0 0 0% 

転移性ホルモン感受性前立腺癌 0 0 0% 

ソマトスタチン受容体陽性の神経内分泌腫瘍 1,020 255 25.3% 

同上 0 0 0% 

放射性物質量の推計にあたり、投与回数が複数回の場合は、患者が発生した年に全て投与されると

仮定した。国外で開発済みだが、日本では未承認の進行性 PSMA 陽性転移性去勢抵抗性前立腺癌や

肝細胞癌、悪性リンパ腫の薬剤は、2026 年に日本でも承認がおりて上市されると仮定した。また、治験

中の薬剤については、第 III 相試験の終了予定から 3 年後に上市されると仮定し、それまでは投与が発

生しないとした。例えば、急性骨髄性白血病の薬剤である I-131-apamistamab は、2026 年に第 III

相試験が終了予定であるため、2029 年に上市すると仮定した。 

以上より、今後 21 年間で必要となる放射性物質量の推計結果は以下の通りである。なお、推計では、

Ac-225 や At-211 の多くが第 I 相・II 相試験の段階であることを加味し、それらに関しては推計期間

中における研究開発の完了（薬事承認）は生じないと仮定した。仮に Ac-225 や At-211 の薬剤が数

多く承認され臨床現場にて使用されることになった場合には、その効果の高さから多くの薬剤が代替さ

れ、α線核種適用患者数は大幅に増大することが予想される。 

需要が最大となる場合では、Lu-177 が最も多く、次に I-131 が多い。日本ではほとんど利用されて

いない Y-90 や、多くの医薬品が治験段階にある Ac-225 は非常に少ない。 

 

p NBD オープンデータでは、算定回数が 10 回未満の場合は集計されないため、今回は 0 件として扱う。 

q NDB オープンデータの算定回数を表 3-9 の投与回数で除算して算出した。 
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図 3-11 国内の必要となる放射性物質量（需要が最大の場合） 

（出典）エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 

治療可能な人数を考慮した場合では、I-131 が最も多く、次に Lu-177 が多い。 

 

図 3-12 国内の必要となる放射性物質量（治療可能な人数を考慮した場合） 

（出典）エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 

（3） 放射性物質の国内外の市場 

（1）で算出した患者数に、薬剤ごとの投与回数及び薬価・輸入価格を乗じることで、今後 21 年間の市

場規模を推計した。（2）と同様に、放射性医薬品の需要が最大の場合と治療可能な人数を考慮した場

合の 2 ケースで推計した。 

Ac・Atの多くが第 I相・II相試験の段階であ

ることを加味し、それらは推計期間中に薬事承

認が行われないことを仮定し作成。 

Ac・Atの多くが第 I相・II相試験の段階であ

ることを加味し、それらは推計期間中に薬事承

認が行われないことを仮定し作成。 
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投与回数は表 3-9 の値を用いた。輸入価格（RI 原価）は日本アイソトープ協会の販売サイト89より収

集し、1GBq あたりの購入価格に換算した。 

表 3-12 核種別の購入価格 

核種 購入価格（円） 放射線量（MBq） 1GBq あたりの購入価格（円） 

I-131 237,900 740 321,486 

Y-90 307,100 740 415,000 

Lu-177 339,600 1,850 183,568 

Ac-225 934,800 37 25,264,865 

以上より、今後 21 年間の国内市場の推計結果は以下の通りである。 

放射性医薬品の需要が最大の場合では、Lu-177 が市場の大半を占めており、2026 年から数年間

の市場規模は 1,500 億円程度であるが、2029 年rに急性骨髄性白血病及び転移性ホルモン感受性前

立腺癌を対象とした薬剤が上市する仮定を置いていることにより、市場規模は2,000億円程度になる。 

 

図 3-13 国内の今後 21 年間の市場規模（需要が最大の場合） 

（出典）エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 

  

 
r 前述の通り、治験が終了予定である 2026 年から 3 年後に上市するという仮定に基づく。 

Ac・Atの多くが第 I相・II相試験の段階であることを加味し、それらは推計期間中に薬事承認が行わ

れないことを仮定し作成。 
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治療可能な人数を考慮した場合、I-131 が市場の大半を占めており、市場規模は 100 億円程度にな

る。 

 

図 3-14 国内の今後 21 年間の市場規模（治療可能な人数を考慮した場合） 

（出典）エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ作成 

国外の市場規模は、世界の全ての国で放射性医薬品が用いられているかは不明である点や各国で

の医療マニュアルが異なる点を踏まえて、HLG-MR の主な参加国（表 3-の 18 か国）を対象とし、国

内の市場規模を対象国の総人口と日本の総人口の比で拡大推計することで算出した。 

各国の人口は、国連経済社会局の将来推計人口90から収集した。人口の比は、2026 年に約 9.8、

2046 年には約 11.2 と増加傾向にある。日本の市場規模の推計値を踏まえると、需要が最大となる

ケースでは、国外の市場規模は 1.5 兆円‐2 兆円程度になり、治療可能な人数を考慮した場合には、

1,000 億程度になる。 

表 3-13 国内外の将来推計人口と人口比 
 

2026 年 2036 年 2046 年 

国外（HLG-MR の参加国）

の将来推計人口（人） 

1,199,145,247 1,210,845,095 1,214,001,725 

国内の将来推計人口（人） 122,772,055 115,500,146 108,198,910 

人口比 9.8 10.5 11.2 

3.3.3  放射性医薬品開発における政府支援 

（1） 主要な放射性医薬品開発国の選定 

国策として放射性医薬品開発を行っていると考えられる主要国として、米国、ドイツ、カナダを調査対

Ac・Atの多くが第 I相・II相試験の段階であることを加味し、それらは推計期間中に薬事承認が行われ

ないことを仮定し作成。 

推計期間中における研究開発のブレイクスルー発生の可能性は 

考慮していない。 
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象として選択した。選定にあたり、まずは主な製造国と同様に HLG-MR の 18 か国を対象として検討を

行った。このうち、主要な医薬品開発国を絞るため、TPC マーケティング社の市場レポート 37 を基に、

β 線及び α 線の核種の研究・開発件数の多い国を以下の通り抽出した 。 

⚫ β 線の開発件数が多い国は、米国（11 件）、オーストラリア（8 件）、ドイツ（8 件）、スイス（8 件）

である。 

⚫ α 線の開発件数が多い国は、米国（9 件）、カナダ（6 件）、ドイツ（3 件）である。 

以上を踏まえ、開発件数の総計が多い国は、米国（20 件）、ドイツ（11 件）、オーストラリア（10 件）、ス

イス（9 件）、カナダ（7 件）の 5 か国となった。このうち、オーストラリア、ドイツ、スイスは、β 線の件数が

多くて α 線の件数が少ないという同じ傾向を示すため、総件数の多いドイツのみを選択し、米国、ドイ

ツ、カナダの 3 か国を調査対象とすることとした。 

 

表 3-14 医療用 RI の主要な医薬品開発国（太字は今回選択した国を意味する。） 

国名 HLG-MR へ

の参加国 

β線の核種の

開発国 

α線の核種の

開発国 

研究・開発数の合計 

アルゼンチン ○   ‐ 

オーストラリア ○ 8 2 10 

ベルギー ○   ‐ 

カナダ ○ 1 6 7 

チェコ ○   ‐ 

フランス ○ 3 0 3 

ドイツ ○ 8 3 11 

イスラエル ○   ‐ 

日本 ○ 1 0 1 

韓国 ○   ‐ 

オランダ ○   ‐ 

ポーランド ○   ‐ 

ロシア ○   ‐ 

南アフリカ ○   ‐ 

スペイン ○   ‐ 

スイス ○ 8 1 9 

イタリア ○   ‐ 

米国 ○ 11 9 20 

イギリス  1 1 2 

ノルウェー  1 0 1 
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（2） 主要な RI製造・開発国における各国支援状況 

1） 米国 

米国における放射性医薬品開発に関しては、多くの政府機関が支援を行っている。前述の通り、原子

力を取り扱う主要省庁である DoE は医療用 RI の製造および安定供給に関してプロジェクトを実施し

ている状況である。治療に関しては、NIH（National Institutes of Health）が管轄する NCI

（National Cancer Institute）において、Radiopharmaceutical Development Initiative と

いうイニシアチブが実施されている91。本イニシアチブは学術界のみならず、産業界や国際原子力機関

IAEA が参画しているという特徴を有する。NIH における Radiation Oncology に対する予算規模

は年々増加しており、予算報告書によれば 2023 年に＄441M にも達している92。 

2） ドイツ 

ドイツは PSMA を開発した国であり、その文献からグラントの状況を探ることを行った。PSMA の有

用性を示した初期段階（～2015 年）の論文からは、Deutsche Forschungsgemeinschaft（ドイツ

研究振興協会）などといった、基礎研究の政府支援や、Klaus Tschira Foundation といった非営利

団体の財団からの支援金のみ掲載されており、特別な国のプロジェクトによる支援は行われていない93。

PSMA に関しては、治験の段階からは大学や国立研究所のみならず、産業パートナーとの連携を強化

し研究発表を行っている様子が見てとれる。 

これらを実現しているのは、ドイツの豊富な基礎研究費用であり、国全体の基礎研究予算はドイツ連

邦教育研究省（BMBF）にて223億ユーロ、内今回のグラント先であるドイツ研究振興協会単体で年間

予算は 39 億ユーロにもおよぶ94。ドイツ研究振興協会の予算は日本における AMED と同じオーダー

であり、それが一般的な基礎研究費として配布されている状況である。 

3） カナダ 

カナダでは医薬品開発に関しても、製造の研究と同様に RI 製造および薬剤の製造等の包括的な研

究に関して、ニューフロンティア研究基金(NFRF)という政府予算として、2023 年に 2400 万ドルの助

成金がついている。 

カナダでは近年、カナダの製薬会社 Fusion 社によりα線核種（Ac-225）を用いた PSMA の治験

が開始されたことが話題になっている。しかしながら、本研究は Fusion 社と米国研究機関との共同研

究であることが見て取れ、カナダ政府の特別な予算によるサポートに関する情報は謝辞等には記載が存

在しなかった95。 
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3.4  日本における医療用 RIに関する現況と課題 

医療用 RI については、特に臨床での需要が大きい核種（PET で用いられるものは除く）が世界の限

られた研究炉よって製造が行われているため、日本では医療機関は日本アイソトープ協会を通して海外

に発注する輸入に依存しているのが現状である。原子炉の老朽化や低濃縮原料への変更、精製施設や

輸送のトラブルにより供給は不安定になりがちであり、度々供給不足も顕在化した。そのため新型原子

炉や加速器など代替手段による製造への取り組みが国内・海外において行われている。新技術の開発

により Mo-99 など近い将来供給が改善すると見込まれている。また、Lu-177・Ac-225・At-211 な

どは治験の進展により将来的に需要の増加が見込まれるが、臨床レベルでの需要に応えられる製造に

は課題があると考えられる。 

また製造だけではなく、臨床での需要に対して医療用 RI を扱う人材や病床・設備・廃棄などのリソー

スが限られているため、需要に対して医療の供給が追い付いていないのが現状であり、サプライチェー

ンの問題が改善したとしても、医療の提供には人材・設備・規制などの観点課題がある。 

3.4.1  医療用 RIの輸入状況とサプライチェーンの課題 

国内における医療用 RI で国内生産ができているのは、基本的に医療機関に近接した小型加速器で

製造できる PET 検査用の核種（F-１８、C-11、N-13、O-15 など）、および、国内研究機関の中型加速

器により生産され研究開発用途で少量用いられる Ac-225 や At-211 のみであり、その他の臨床での

検査や治療に用いられる Mo-99/Tm-99、Lu-177、I-131、Y-90 といった核種は輸入に頼っている

のが現状であると考えられる。しかし、個別の医療用 RI の輸入実態を調査するにあたって、これを裏付

ける統計情報は公にアクセス可能な状態では公開されていない。財務省が公開する貿易統計では様々

な RI が１つの HS コードにまとめて計上されているため、医療用 RI の核種ごとの輸入量・輸入元など

の統計は公開情報からは取得することができない状況である。 

臨床用途で需要の大きい医療用 RI はその多くを欧州・オーストラリア・南アフリカ・米国の限られた

原子炉、加速器に依存しているが、これまでも供給不足のリスクが度々顕在化してきた。特に海外原子

炉に依存する Mo-99/Tc-99m については、当時供給を担っていたカナダの NRU 原子炉が計画外

停止したため２００9 年～２０１０年にかけて世界的な供給不足を引き起こした。その他の稼働中の原子

炉も老朽化しており、度々、計画外停止（南アフリカ SAFARI-1：2014 年７月、２０１７年１１月、オランダ

HFR：２０１３年１１月～２０１４年５月、2018 年１０月～１１月）や出力低下（カナダ NRU ：2013 年４月、

オーストラリア OPAL:２０１９年６月～７月）が起きている。製造キャパシティによる供給不足のリスクに

対応するため、新型原子炉（アルゼンチン RA-10、フランス JHR、オランダ Pallas、ドイツ FRM II、ロ

シア MBIR・PIK）の開発や加速器を用いた代替手法による製造の研究開発が世界的に進められてい

る。それらが軌道に乗れば、世界的には需要に対して十分な供給能力が達成できると見込まれている96。 

ただし医療用放射性 RI の流通では、その短い半減期によって放射線が減衰してしまうため、製造だ

けではなく、迅速な精製・輸送も重要となる。Mo-99/Tc-99m においては、精製施設でのトラブル

（オーストラリア ANSTO:2018 年７月～８月、２０１９年６月～７月）やアイスランド火山噴火（２０１０年４

月～）や COVID-19（２０２０年４月～）による航空輸送の一時停止など、精製・輸送などの段階における

トラブルによっても供給が不安定となった経緯がある 17。そのため、国内において臨床での需要に対応

できる規模の医療用 RI の製造と精製の技術を保持することは重要であると考えられる。製造・流通で
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の安定供給を高めるために国内生産の JAEA において国内需要の 3 割を満たすべく、製造および精

製の研究開発が進められている。 

Lu-１７７についても、現状では Mo-99 と同じ研究炉に依存している。しかし、現在 Mo-99 増産の

ために開発がすすむ新技術（加速器ベースや加速器駆動未臨界炉）Lu-１７７の製造には向いておらず、

特に現在治験中の治療薬が承認されれば需要は大きく伸びると考えられているため、将来の供給に懸

念があると考えられている 18。Lu-177 供給拡大のためには、海外では発電用原子炉での生産

（CANDU 炉sであるカナダの Bruce Power 発電所）や新しい研究炉（ドイツの FRM II など）での

生産の取り組みが行われている。国内でも JAEA や PDR ファーマによる製造の取り組みは存在する

が具体的な製造能力などの詳細については不明である。 

Ac-225 については、現状、研究用途の利用に限られており、少量が海外から輸入されている状況

であった。２０１８年から 2021 年にかけて日本 RI 協会経由での Ac-255 供給量（輸入量）は１１１MBｑ

から４５７MBq へと増加していたが、２０２２年から２０２３年にかけては１６２MBｑから２Mbq へと減少し

ている 16。これは日本 RI 協会の流通統計（2024）16 によると、世界的な需要の増加により海外からの

調達が困難となっているためとあるが、それとともに２０２２年以降の Ac-225 の国内での大量製造の

成功による影響の可能性もあると考えられる。現在、Ac-255 について国内研究機関において治験レ

ベルで求められる規模の生産が実現できているものの、臨床での利用を実現するのであれば生産能力

の拡大が必要であると考えられる。生産能力の拡大のためには、原料としてのRa-226の調達や取扱、

廃棄物が課題になると考えられるt。 

At-211 の利用も研究用途に限られており、現在は需要が小さく、また半減期も非常に短い（7.2 時

間）ため輸入は行われておらず、国内研究機関が保有する加速器による製造のみで対応されている。し

かし、Ac-225 同様、臨床での使用を実現するのであれば生産・精製能力の拡大が必要であると考え

られる。原料の入手性については、At-211 は比較的入手が容易な天然ビスマスを利用しているため供

給不足のリスクは小さいと考えられる。 

Y-90 については唯一の承認薬であったゼヴァリン®として輸入されていたが、現在は製造上の問題

によりゼヴァリン®の供給が停止しているため、2021 年以降は医療機関での使用実績はない。Y-90

は、通常の発電用原子炉の放射性廃棄物として生成される Sr-90 をもとに、海外（北米・欧州）の Sr-

90/Y-90 ジェネレーターにより製造される。原料である Sr-90 の供給不足のリスクは低いと考えられ

るが、精製施設は米国とロシアに限られている。北米・欧州以外（ブラジル、キューバ、インド、韓国など）

での Sr-90/Y-90 ジェネレーターの製造の研究開発は行われているが 21、国内での取り組みについて

は情報に乏しい。 

I-131 は、Mo-99 と同じ海外原子炉で製造されたものを輸入していると考えられる。臨床・研究とも

にヨウ素-１３１自体の需要は限られているとともに、需要の大きい Mo-９９の原子炉による製造の副産

物として製造されるため、EU では I-１３１の供給不足のリスクは低いと考えられている 13。日本において

輸入に頼っているリスクは存在すると考えられるが、国内での製造の取り組みは情報に乏しい。 

 
s カナダ型重水炉。中性子束が大きい、オンライン燃料交換が可能といった特徴から、通常の軽水炉よりも RI 製造に適

している。 
t Ac-255 の原料である Ra-226 は、U-233 から Th-229 を経て生成される。U-233 は基本的には核兵器開発を

行っていた国のみ有するものであり、日本で新たに製造することは不可能である。本状況を踏まえ、Ac-255 に関して

新たな製造手法の検討・研究が行われている状況である。日本では、上述の通り常陽を用いた効率的な Ac-255 生

成などを試みている。 
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3.4.2  医療用 RIの使用に関する課題 

国内の医療用 RI の使用は、原子力規制の観点で法的に規制されている。利用に際しては、医療機関

内の空気中、排気中、排水中の放射線濃度を一定値以下に保つことが求められる。この規制は特に、入

院治療が必要で身体に RI を投与する場合、投与された患者内部の放射性物質により患者周囲への外

部被ばくのリスクが生じることや、その排泄物や呼気に放射性物質が含まれることの安全性を確保する

ために設けられていると考えられる。 

さらに、医療用 RI を使用する際には、該当する患者を隔離する必要があるため、専用の RI 治療室

や特別措置病室の設置と、その室内での治療が義務付けられている。しかし、これらの規制によって医

療機関が十分な医療を提供できていない現状があり、多くの国内の研究機関から提言が提出されてい

る97。 

特に、医療機関が規制された濃度に対応するためには、排気や排水設備の増設が必要であり、病院

を１棟建て直すような大規模な工事を要する場合がある。また、RI 治療室などの新規設置にも多額の予

算が必要で、結果として１つの医療機関で対応できる患者数は限られている。このため、国内での治療

の供給が需要に追いつかない状態が続き、患者が海外で治療を受けるか98、国内で数か月以上待機す

る状況が常態化している99。 

また、病床や濃度の問題が解決したとしても、RI に特化した技師や看護師などのコメディカルスタッフ

の人数が限られていることも問題として指摘されている。これらのことにより、ヒトの面でも物の面でも

医療の提供に制限がかかっているのが日本の現状である。このため、現在の医療リソースの供給状況

では、RI 利用量に制限がかかってしまっている。 
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